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（１）中間評価の趣旨 

    川崎市では、次代を担う子どもが自分らしく健やかに成長していくための環境づくりとともに、

将来親になる世代が、希望をもって子どもを生み育てることのできる環境づくりを社会全体で推

進していくことを目的に、平成２２年３月に、川崎市次世代育成支援対策行動計画『かわさき子

ども「夢と未来」プラン（後期計画）』（以下「計画」という。）を策定しました。

    この計画では、毎年度の進捗状況を川崎市児童福審議会に報告し、意見・評価を受け、進行管

理を行ってきました。また、児童福祉審議会が計画の評価を行うにあたっては、次世代育成支援

に関わる市民、関係者等の意見を反映させる仕組みや計画全体の達成度を検証してきました。

    さらに、計画期間の中間年においては、これらの計画の進行管理と併せ、市民満足度等を調査

し、施策の成果を検証することとしています。

    この中間評価では、計画に掲げた取組の達成状況を検証するとともに、目標年度までの取組や、

平成２７年度から実施予定の「子ども・子育て支援新制度」への円滑な移行に反映させることを

目的とします。

（２）中間評価の評価方法 

    計画においては、個別事業単位・基本目標単位・計画全体それぞれの達成度の検証とともに、

成果指標として設定した市民意識や状況の変化を把握するため、アンケート調査を実施しました。

    計画の達成度及びアンケート調査の結果、各種データ等から、目標に対する達成度合いを評価

するとともに、計画に位置付けられた施策・事業の実施状況を点検し、成果の達成度と関連付け

ながら評価を行っています。

中間評価にあたって 

■計画の評価について■ 

 ○評価実施：平成２２年度から２４年度まで（平成２４年度は後期計画の中間年） 

 ○評価方法：個別事業単位・基本目標単位（１から５までの５段階評価）それぞれの達成度、計画全

体の総括評価

■アンケート調査の実施について■ 

 ○調査対象：市内在住の就学前児童及び就学児童のいる家庭の保護者 

 ○調査期間：平成２５年９月２７日から１０月１８日まで 

 ○調査方法：調査対象家庭へ個別送付、回収 

送付数 回収数 回収率（％） 

１８，０００ ８，０３９ ４４．６６

１０月２８日現在
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急速な少子高齢化の進行は、人口構造にアンバランスを生じさせ、労働力人口の減少や社会保障負担

の増加、地域社会の活力低下など、将来的に社会経済への深刻な影響を与えるものとして懸念されてい

ます。 

平成元年には、合計特殊出生率が１．５７まで低下し、先進国の中でも最も少子化が進んだ国の一つ

となりました。 

また、核家族化の進行、都市化の進展、就労環境の変化等、子どもと家庭を取り巻く環境は、大きく

変化しており、子育てを社会全体で支援していくことが必要となっています。 

これらの課題の解消に向け、この計画の推進にあたり、この間の本市における「子どもと家庭」の現

状について、次のとおり分析しました。

 １ 川崎市の人口と世帯の状況 

(1) 人口 

   ア 人口 

本市の人口は、昭和４５年以降一貫して増加しており、平成２３年には１４０万人を超え、

平成２４年１０月１日現在 1,439,164 人となっています。年齢３区分別人口の推移をみると、

１５歳未満の年少人口は、昭和５１年の 251,253 人をピークに平成１２年まで減少していまし

たが、年少人口（１５歳未満）が平成２年にいったんは減少しましたが、その後は増加傾向に

あり、平成２４年１０月１日現在 187,138 人となっています。１５歳～６４歳の生産年齢人口

及び６５歳以上の老年入口は、昭和４５年以降一貫して増加しています。 

総人口に占める年齢３区分別人口の割合をみると、平成２４年現在年少人口が 13.1％、生産

年齢人口が 69.2％、老年人ロが 17.7％となっており、全国の割合（年少人口 13.O％、生産年齢

人口 62.9％、老年人口 24.1％）に比べて、本市は老年人口の割合が低く、年少人口と生産年齢

人口の割合が高い傾向にあります。 

資料 川崎市の子どもと家庭の現状
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イ 区別人口 

昭和５０年には高津区や多摩区で急激に人口が増加しましたが、近年は他の区に比べて中原

区及び麻生区で人口増加率が高く、この８年間に中原区では 12,4％、麻生区では 12.5％増加し

ています。 
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年齢３区分別人ロの割合は、全市に比べて川崎区、幸区、多摩区では老年人口の割合が高く

年少人口の割合は低くなっています。逆に、宮前区では年少人口の割合が高く老年人口の割合

が低くなっています。また、中原区、多摩区、高津区では生産年齢人口の割合が高くそれぞれ

７０％を超えており、麻生区では生産年齢人口の割合が最も低く、年少人ロ及び老年人口の割

合がやや高くなっています。

ウ 子どもの人口 

１８歳未満の子どもの人口は、昭和５０年（280,006 人）にピークを迎え、その後平成１２年

まで減少していましたが、平成１７年以降は微増傾向に転じており、平成２４年１０月１日現

在 222,488 人となっています。
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エ 外国人登録人口 

外国人登録人口は、昭和４５年に 9,990 人であったものが、平成２２年には 32,614 人とこの

４１年間に３．３倍に増加してお t)、人口に占める外国人登録人口の割合も 1.0％から 2.0％に

上昇していましたが、３年前から徐々に減少しつつあります。区の人口に占める外国人登録人

口の比率をみると、５年前と比較してすべての区で減少しています。 
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(2) 人口動態 

ア 出生数・出生率.合計特殊出生率 

出生数は、平成１７年以降増加傾向を示しており、平成２３年には14,307人となっています。

また、出生率（人口 1,000 人に対する出生数）については、平成２３年には 10.00 となって

おり、１７政令指定都市（岡山を除く）の中では最も高く、都道府県を含めても沖縄県（12.1）

に次いで高い数値となっています。

出生率を区別にみると、平成２３年現在多摩区、麻生区、川崎区では市平均より低く、中原

区、高津区、幸区、宮前区では高くなっています。また、多摩区では平成１０年から平成１５

年まで市平均より高くなっていましたが、平成１７年以降低くなっています。
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合計特殊出生率は、昭和４５年から昭和５５年にかけて 2.23 から 1.68 へ大きく低下し、昭

和６０年には 1.69 とやや上昇しましたが、昭和６０年から平成１７年まで再び低下しました。

しかし、平成１７年以降上昇傾向に転じており、平成２３年には 1.34 となっています。また、

全国平均と比較して 0.05 ポイント低くなっています。 
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イ 社会動態 

年齢５歳階級別の社会動態（各年の１月１日現在の人口を基準とした１年間（暦年）の社会

増減）をみると、１５歳～２９歳の各階級で転入超過となっています。転入超過数が最も多い

階級は２０歳～２４歳で、次いで２５歳～２９歳、１５歳～１９歳と続いています。一方、転

出超過数が最も多い階級は０歳～４歳で、次いで３５歳～３９歳となっています。
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年齢５歳階級別・区別の社会動態の推移をみると、平成１９年と平成２４年を比較した場合、

麻生区以外では０歳～１４歳の子どもについて転出傾向がみられます、また子育て中と思われ

る２５歳～４９歳の人口については中原区、多摩区以外ではやや転入超過の傾向が見られます。

平成２０年のリーマンショック等の影響により、平成１９年と比べ転入超過傾向に落ち着きが

みられます。

(3) 婚姻・出産年齢の動向 

ア 平均初婚年齢 

平均初婚年齢は年々上昇しており、晩婚化が進行しています。昭和５０年に夫が 27.3 歳、妻

が 25.0 歳であったものが、平成２３年には夫が 31.5 歳、妻が 29.8 歳となっており、この３５

年間に夫が 4.2 歳、妻が 4.8 歳それぞれ上昇しています。また、全国平均と比べると、夫・妻

とも 0.8 歳それぞれ高くなっています。
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イ 未婚率 

未婚率は、近年増加傾向にありましたが、平成２２年において、男性の３０歳～３４歳が減

少しました。また、２５歳～２９歳、３５歳～３９歳においてもやや減少傾向にあります。

女性の場合、２０歳代後半から３０歳代前半を中心にして全体的に上昇していますが、増加

率にやや落ち着きがみられます。特に男性の３０歳～３４歳、女性の２５歳～２９歳について

は、昭和５０年にそれぞれ 22.1％、22.2％であったものが、平成２２年にはそれぞれ 48.1％、

63.5％と大きく上昇しています。また、生涯未婚率をみると、男性は 23.4％、女性は 12.7％と

なっており、晩婚化に加えて、非婚化（生涯結婚しない人の増加）も進んでいます。
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ウ 平均出産年齢 

晩婚化・未婚化の進行に伴い、出産年齢も上昇しています。第１子出産平均年齢は年々上昇

傾向にありますが、平成２３年には 31.5 歳と平成１７年からは横ばい状況にあります。総出産

平均年齢も平成２３年には 32.4 歳であり、平成２年と比較して 3.5 歳上昇しています。 

エ 子どものいる世帯の状況 

子どものいる一般世帯数は子どもの人口の減少に伴い減少傾向にありましたが、平成１７年

以降増加しています。しかし、子どものいる一般世帯の割合でみると、昭和５０年では 50.5％

と約２世帯に１世帯の割合に対し、平成２２年には 20.9％と約５世帯に１世帯が子どものいる

世帯という状況になっています。 
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子どものいる一般世帯を家族類型別にみると、都市化の進展や核家族化等により、年々夫婦

と子どもの世帯割合が上昇しています。一方、三世代世帯の割合が減少傾向にありましたが、

平成１７年と平成２２年を比べると、若干割合が増加しています。

２ 働く女性の状況 

(1) 女性の就業者数 

女性の就業者数は平成２２年 269,029 人であり、就業者全体の 40.0％を占めています。また、

昭和５０年と比べると、125,078 人、86.9％増加しており、この間の男性就業者の増加率（18.9％）

を大幅に上回っています。
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(2) 女性の労働力率 

女性労働力を年齢別にみると、２５～２９歳と４５～４９歳を頂点とし、３０～３４歳、３５

～３９歳を底辺とするＭ字型を示しています。昭和６０年以降の推移をみると、１５～１９歳、

２０～２４歳及び６５歳以上を除くすべての階級で労働力率が上昇しており、昭和６０年に比べ

て、平成２２年では２５～２９歳が 29.8 ポイント、３０～３４歳が 28.2 ポイント上昇していま

す。 
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 この計画は、次の９つの「基本的視点」をもって策定し、「基本理念」、「基本目標」、「施策の方向」を

掲げ、計画の着実な推進に目指しています。 

（１）基本的視点 

（２）基本理念 

（３）基本目標と施策の方向 

目標 施策の方向 

基本目標Ⅰ ●子どもの権利を尊重する社会づくり 
１ 子どもの権利の尊重 

２ 子ども意見を尊重したまちづくりの推進 

基本目標Ⅱ ●家庭の育てる力を支える仕組みづくり 

１ 少子化や子育てに対する意識啓発 

２ 「ワーク・ライフ・バランス」の推進 

３ 多様な保育サービスの充実 

４ 要支援家庭対策の充実 

５ 経済的負担の軽減 

基本目標Ⅲ ●子育て家庭を支援する地域づくり 

１ 地域における子育て支援家庭への支援 

２ 相談・情報提供の充実と子育てのネット

ワークづくり 

３ 子どもが健やかに生まれ育つために地域

活動の促進 

基本目標Ⅳ ●親と子の心とからだの健康づくり 
１ 安心して妊娠・出産できる環境づくり 

２ 親と子の健康づくり 

３ 思春期の保健対策の充実 

基本目標Ⅴ ●子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり
１ 家庭や地域の教育力の向上 

２ 幼児・学校教育の充実と若者の自立支援 

３ 遊びや体験の場の整備 

基本目標Ⅵ ●子どもと子育てにやさしいまちづくり 

１ 子育てに配慮した住宅の整備 

２ 安心して外出できる環境の整備 

３ 子どもの安全の確保 

４ 犯罪を防止する活動の推進 
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〈施策の体系〉 

基本理念 基本目標 施策の方向 

Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり

Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり

Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり

Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり

Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり

Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり

小
さ
な
命
に
大
き
な
未
来
、
育
ち
育
て
る
ま
ち
・
か
わ
さ
き

１ 子どもの権利の尊重

２ 子どもの意見を尊重したまちづくり
の推進

１ 少子化や子育てに対する意識啓発

２ ワーク・ライフ・バランスの推進

３ 多様な保育サービスの充実

４ 要支援家庭対策の充実

５ 経済的負担の軽減

１ 地域における子育て家庭への支援

３ 子どもが健やかに生まれ育つための
地域活動の促進

２ 相談・情報提供の充実と子育ての
ネットワークづくり

１ 安心して妊娠・出産できる環境づくり

２ 親と子の健康づくり

３ 思春期の保健対策の充実

１ 家庭や地域の教育力の向上

３ 遊びや体験の場の整備

２ 幼児・学校教育の充実と若者の自立
支援

１ 子育てに配慮した住宅の整備

２ 安心して外出できる環境の整備

３ 子どもの安全の確保

４ 犯罪を防止する活動の推進
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（１）計画の評価及びアンケート調査結果について

 平成２４年度は、後期計画の中間年(３年目)となりますが、おおむね順調に進捗しております。
 個々の施策・事業に関する課題や方向性についても、具体的な解決策や方向性に沿った推進を

図っており、今後はさらなる取組の推進を図ります。

施策の方向    １ 子どもの権利の尊重 

推進項目 
達成度（年度） 

３か年の達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
子どもの権利についての
普及・啓発 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
より多くの市民に伝わるよう普
及・啓発の取組を拡充する。 

(2) 
子どもの意見表明・参加の
促進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
「かわさき子どもの権利の日の
つどい」を継続実施する。 

(3) 
子どもの権利侵害に対す
る相談支援体制の充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成
子ども向け啓発ＤＶＤを活用す
るなどの周知に努める。 

(4) 児童虐待防止対策の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
関係課の事業間で連携し、早期発
見・未然防止に努める。 

(5) 多文化共生の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
学校や地域と一体となった事業
展開を行い、推進する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った 

施策の方向    ２ 子どもの意見を尊重したまちづくりの推進

推進項目 
達成度（年度） 

３か年の達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 子ども会議の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
子ども会議の周知に努め、子ども
委員数を増やしていく。 

(2) 
子どもの主体的な活動の
推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
「子ども運営委員会」を推進する
ため支援体制を強化する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

計画の評価 

〇 子どもの権利や子どもの権利条例についての普及・啓発活動を強化して、子どもの権利の尊重や

参加の促進に向けた取組を進めます。 

〇 児童虐待の未然防止や早期発見のための対策を充実します。 

〇 多様な文化を持った市民や子どもが互いに理解しあい、支えあう社会づくりを目指します。

〇 子ども自身が、自由に自分の意見を表明できる場として「子ども会議」の活動を促進します。 

〇 「子ども夢パーク」など子どもが主体的に活動できる場を通して、子どもの意見表明の機会を充

実し、子どもの意見を尊重したまちづくりを推進します。

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり ３ 達成度 

施策展開の方向性 

施策展開の方向性
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≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり

１ 取組は十分 3.0 %

3,947 

２ 取組は普通 22.9 %

３ 取組は不十分 7.7 %

４ 計画を知らない 51.9 %

５ わからない 13.1 %

不明 1.5 %

施策の方向    １ 少子化や子育てに対する意識啓発 

推進項目 
達成度（年度） 

３か年の達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
男女がともに担う子育て
の意識啓発 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
両親学級や男女平等推進学習を
推進し、意識啓発に努める。 

(2) 
若い世代からの子育ての
意識づくり 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、育児体験学習の機会を
充実する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ２ 「ワーク・ライフ・バランス」の推進 

推進項目 
達成度（年度） 

３か年の達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
育児・介護休業制度等の普
及 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
事業所との連携による制度の普
及・啓発を行う。 

(2) 
「ワーク・ライフ・バラン
ス」の推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、ワーク・ライフ・バラ
ンスの普及・啓発に努める。 

(3) 
仕事と子育てが両立でき
る職場環境づくり 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、就労継続や育休後職場
復帰等の講座を実施する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり ３ 達成度 

〇 さまざまな機会を通して、固定的な性別役割意識の見直しについて啓発に努めるとともに、男女

がともに支えあいながら子育てができるよう、男女共同参画の意識の醸造を促進します。 

〇 将来親となる若い世代が子育てに関心を持つよう、乳幼児とふれあう機会を提供します。

〇 仕事と子育てが両立できる職場環境づくりを促進するため、育児・介護休業制度等の導入・定着

や制度の利用促進を働きかけます。 

〇 男女がともに仕事と家庭のバランスがとれた生活が送れるよう、行政、企業、関係団体、市民と

協働し「ワーク・ライフ・バランス」の取組を進めます。

施策展開の方向性

施策展開の方向性

個別事業評価 Ｐ30 
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施策の方向    ３ 多様な保育サービスの充実 

推進項目 
達成度（年度） 

３か年の達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 保育環境の整備 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、保育受入枠を拡充す
る。 

(2) 
多様な保育サービスの充
実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
延長保育、一時保育、休日保育等
の実施園の増加を図る。 

(3) 保育サービスの質の向上 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
認可保育所の第三者評価、認可外
保育施設の指導を促進する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ４ 要支援家庭対策の充実 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
社会的養護が必要な子ど
もへの支援 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、児童養護施設等の整備
を推進する。 

(2) 
児童養護施設等を退所し
た子どもへの自立支援 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
就労支援だけでなく、精神面や生
活習慣等の自立支援を行う。 

(3) ひとり親家庭への支援 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
相談や情報提供等の支援体制を
充実し、就業支援を実施する。 

(4) 
障害のある子どもと家庭
への支援 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
発達相談支援センターを中核に、
関係機関との連携を強化する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ５ 経済的負担の軽減 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
幼稚園等の保育料負担の
軽減 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、国の補助単価の増額を
完全実施する。 

〇 保育受入枠を大幅に拡充するなど、保育環境の整備を進めます。 

〇 仕事と子育ての両立を支援するため、延長保育や一時保育などの多様な保育サービスの充実を図

ります。 

〇 保育サービスの質の向上のため、第三者評価の受審を促進します。

〇 社会的養護が必要な子どもの増加に対応するため、相談から保護、家族再統合、さらには児童

養護施設等を退所した子どもの自立支援まで、要保護児童施策における切れ目のない支援を充実

します。 

〇 母子家庭等の自立を促進するため、経済的基盤の確立に向けた支援を進めます。 

〇 障害のある子どもの総合的な支援体制を充実するため、専門施設の整備や家庭支援機能の充実、

関係機関のネットワーク化などを推進します。

〇 総合的な子育て支援という視点から、子育て家庭における経済的負担の軽減を図ります。 

施策展開の方向性

施策展開の方向性

施策展開の方向性
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推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(2) 教育費の援助 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
高校生への奨学金について対象
者、支給方法等を見直す。 

(3) 医療費等の支援 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
小児医療費助成制度のさらなる
拡充に向け、検討を行う。 

(4) 
子育て家庭への手当の支
給 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、児童手当制度を継続実
施する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり

１ 取組は十分 2.1 %

3,947 

２ 取組は普通 18.0 %

３ 取組は不十分 28.5 %

４ 計画を知らない 39.5 %

５ わからない 10.3 %

不明 1.5 %

施策の方向    １ 地域における子育て家庭への支援

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
区における子ども・子育て
支援の推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、各区で地域の特性に応
じた取り組みを推進する。 

(2) 
親子が地域で気軽に集え
る場の充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
地域子育て支援センター、こども
文化センター等の充実を図る。 

(3) 育児サポートの充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
ヘルパー会員増加のための広報を
実施し、サポート体制を強化する。 

(4) 
民生委員・児童委員、主任
児童委員活動への支援 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
各種委員の研修会を開催し、相談
支援体制を強化する。 

(5) 
地域の子育て支援機能の
充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
各区保健福祉センターにて地域の
実情に応じた子育て支援を行う。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり ３ 達成度 

〇 子育て支援拠点としての区役所機能を更に強化し、地域の特性に応じた子育て支援を行います。 

〇 地域の身近な場所で、乳幼児親子が気軽に集うことができる地域子育て支援センターや子育て

サロンなどを充実し、子育て中の親子の交流を進めます。 

〇 保護者が一時的に育児ができない場合の支援体制を充実します。 

〇 地域における子育て関係施設等の機能を活用しながら、子育て活動団体等との連携のもとで、

子育て支援体制をより一層充実します。

施策展開の方向性

個別事業評価 Ｐ３２ 
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施策の方向    ２ 相談・情報提供の充実と子育てネットワークづくり

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 相談支援体制の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
児童相談所と区が連携し、相談支援
体制を充実する。 

(2) 情報提供の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
ガイドブックや市のホームページ
を通じた情報提供を充実する。 

(3) 
ネットワークづくりの推
進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、各種団体との連携を強化
し、協働事業を行う。 

(4) 
子育てサークル活動等へ
の支援 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
地域特性やニーズを分析し、子育て
サークルへの支援方法を見直す。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ３ 子どもが健やかに生まれ育つための地域活動の促進

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
子育て家庭を見守る地域
活動の促進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、地域住や関係団体等との
連携の下、地域活動を促進する。 

(2) 青少年育成団体への支援 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
青少年健全育成の推進のため、青少
年育成連盟の活動を支援する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり

１ 取組は十分 6.3 %

3,947 

２ 取組は普通 36.8 %

３ 取組は不十分 16.3 %

４ 計画を知らない 29.2 %

５ わからない 9.7 %

不明 1.7 %

〇 子育てについての相談窓口や広報を充実するとともに、児童相談所の再編を推進し、相談体制

の強化を図ります。 

〇 必要な時に必要なサービスが利用できるよう、子育て情報の提供体制を充実します。 

〇 区役所が中心となって、子育て関係機関、子育て関係団体、市民とのネットワークづくりを進

めて、総合的な地域の子育て支援を展開します。

〇 地域での人と人のつながりを大切にし、お互いに助けたり、助けられたりする関係を築き、共に

支えあう仕組みを充実します。 

〇 地域の育児力を向上させるために、子育ての支援をする人材を育成します。 

〇 青少年育成団体や青少年活動のための指導員への支援を充実します。

施策展開の方向性

施策展開の方向性

個別事業評価 Ｐ３６ 
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施策の方向    １ 安心して妊娠・出産できる環境づくり 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
妊産婦の健康診査・健康相
談等の充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
妊婦健康診査の重要性と償還払い
制度の周知を実施する。 

(2) 両親学級の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
父親向けの情報提供の充実に向
け、テキストを改訂する。 

(3) 不妊治療への支援 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、不妊治療費助成制度や
相談支援を実施する。 

(4) 周産期医療体制の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
総合周産期母子医療センターの安
定した運営に努める。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った 

施策の方向    ２ 親と子の健康づくり 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
健康診査・育児相談・地区
活動等の充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
健康診査を効果的に実施し、未受診
者フォローを継続実施する。 

(2) 訪問指導の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
子育て家庭の孤立化を防ぐため、全
数訪問を目指す。 

(3) 母子保健教室の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
他事業と連携して対象者を的確に
把握し、効果的に実施する。 

(4) 「食育」の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
食育の課題や現状を把握し、第３期
計画を策定する。 

(5) 歯科保健の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
むし歯予防のため、歯科健診と保健
指導を継続実施する。 

(6)
外国人市民に対する母子
保健サービスの充実 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成
外国語での冊子や育児教室、通訳ボ
ランティア派遣による支援を行う。 

(7) アレルギー対策の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
アレルギー相談や予防講演会等に
より、正しい知識の普及に努める。 

(8) 予防接種事業の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
多くの対象者に予防接種を実施す
るため広報の取組を推進する。 

(9) 子どもの医療体制の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
休日や夜間の初期救急の確保等、救
急医療体制の確保に努める。 

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり ３ 達成度 

〇 安心・安全な妊娠、出産ができるよう、妊産婦の健康診査や健康相談などを充実するとともに、

両親学級の充実を図ります。 

〇 不妊に悩む人への経済的・精神的支援を充実します。 

〇 安心して妊娠・出産ができるよう、周産期医療体制の充実に努めます。

〇 乳幼児の健康診査の充実を図るとともに、母子訪問事業や母子保健教室などを通して、子育てに

不安を持つ家庭等への支援を充実します。 

〇 食育やアレルギー対策などの健康づくりを推進します。 

〇 小児救急医療体制の充実を図ります。

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策展開の方向性

施策展開の方向性
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施策の方向    ３ 思春期の保健対策の充実 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 思春期保健相談等の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
区における電話・面接での相談支援
についての周知を図る。 

(2) 
思春期保健健康教育の推
進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
学校保健と連携し、命の大切さを考
える健康教育を実施する。 

(3) 性感染症対策の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
教育と連携し、若年層への正しい知
識の普及啓発を充実する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり

１ 取組は十分 4.5 %

3,947 

２ 取組は普通 29.7 %

３ 取組は不十分 15.6 %

４ 計画を知らない 37.3 %

５ わからない 11.2 %

不明 1.6 %

施策の方向    １ 家庭や地域の教育力の向上 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 家庭教育の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、家庭・地域教育学級を充
実する。 

(2) 地域の教育力の向上 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
さらなる行政区・中学校区地域教育
会議の連携や活性化を図る。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

〇 思春期の心とからだの問題や、性や性感染症に対する正しい知識の普及・啓発を図るため、思春

期の健康相談や健康教育を推進します。 

〇 性感染症防止に対する正しい知識の普及・啓発に努めます。 

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり ３ 達成度 

〇 家庭の教育力を高めるため、親の役割、家庭のあり方などを学ぶ機会を提供するとともに、親同

士の交流を進め、家庭教育の充実を図ります。 

〇 地域の教育力を高めるため、行政区・中学校区地域教育会議や子ども会議などの活動の活性化を

図ります。 

施策展開の方向性

施策展開の方向性

個別事業評価 Ｐ39 
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施策の方向    ２ 幼児・学校教育の充実と若者の自立支援 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 幼児教育の充実 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
私立幼稚園の障害のある子どもの
受け入れや預かり保育を支援する 

(2) 豊かな人間性の育成 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
学校の教育活動全体を通じ、道徳教
育や体験活動を充実する。 

(3) いじめ･不登校への対応 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
学校とスクールカウンセラー等が
連携し、教育相談体制を充実する。 

(4) 健やかな身体の育成 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
児童生徒の運動する機会の確保に
向けた取組を推進する。 

(5) 確かな学力の育成 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
次期かわさき教育プランに向け、学
力と意識アンケートを見直す。 

(6)
地域の教育力を生かした
特色ある学校づくり 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成
行政区ごとに教育関連機関や保
健・福祉等専門機関と連携する。 

(7) 特別支援教育の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
特別な支援を必要とする児童・生徒
の増加や障害の多様化に対応する。 

(8) 教育環境の整備 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
安全で快適な教育環境を提供する
よう計画的整備を行う。 

(9) 若者の自立支援 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成
職業人セミナー、職場体験の他、社
会参加継続支援事業を実施する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ３ 遊びや体験の場の整備 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
子どもの遊びと健全育成
の推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、小学生の居場所及び安
全を確保する事業を実施する。 

(2) 自然体験学習等の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、青少年教育施設や青少
年科学館等の事業を実施する。 

(3) 文化・芸術活動の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
芸術、文化、美術、伝統、歴史等
に触れる機会を拡充する。 

(4) 
スポーツ活動の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 

総合型地域スポーツクラブの育成
や新規設立に向けた取組を行う。 

〇 幼稚園教育を充実するため、私立幼稚園の振興や支援に取組みます。 

〇 子どもの豊かな人間性や健康な身体、確かな学力の育成を図るための取組を進めるとともに、

地域の教育資源や人材の活用、保護者の参加などにより、地域の教育力を生かした特色のある学

校づくりを推進します。 

〇 障害のある子どもに適切な教育的支援を行う特別支援教育や、いじめ・不登校などに対する指

導・相談機能を充実します。 

〇 ニート等困難を抱える若者の自立を支援するためのネットワークの構築と支援体制の整備を推

進します。

〇 子どもがいきいきと遊べる場や居場所づくりを推進します。 

〇 自然とのふれあいや文化・芸術活動、スポーツ活動への参加の機会を提供し、子どもの体験活動

や心身の健康づくりを進めます。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策展開の方向性

施策展開の方向性
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≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり 

１ 取組は十分 4.0 %

3,947 

２ 取組は普通 25.3 %

３ 取組は不十分 26.5 %

４ 計画を知らない 33.4 %

５ わからない 9.1 %

不明 1.7 %

施策の方向    １ 子育てに配慮した住宅の整備

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
子育てに配慮した民間住
宅の普及推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
川崎市子育てあんしんマンション
認定制度を普及・啓発する。 

(2) 
特定優良賃貸住宅等の子
育て世帯の入居促進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、事業者の協力による入
居者負担額抑制の誘導を行う。 

(3) 
市営住宅の入居システム
の工夫 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
世帯状況に応じた負担額の設定や
定期借家制度の導入を検討する。 

(4) 
健康で安全な居住環境の
推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
市民への正しい知識の普及・啓発
に向け、効果的な手法を検討する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ２ 安心して外出できる環境の整備

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり ３ 達成度 

〇 子育て世帯がゆとりのある住環境の中で生活ができるよう、ファミリー向け賃貸住宅の誘導や特

定優良賃貸住宅等への入居を促進します。 

〇 子育て世帯の入居機会の拡大が図られるよう、検討を行います。 

〇 安全な住環境の確保に向けた啓発活動等を進めます。 

〇 「川崎市福祉のまちづくり条例」に基づき、子ども連れに配慮した公共的施設の整備を促進し

ます。 

〇 妊婦や子ども連れでも安心して外出できるよう、鉄道駅舎へのエレベーター・エスカレーター

の設置を進めるとともに、公共的施設への授乳コーナーやベビーベッドの設置促進に向けた働き

かけを行います。 

〇 安全で快適な道路環境の整備を推進します。 

施策展開の方向性

施策展開の方向性

個別事業評価 Ｐ42 
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推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 福祉のまちづくりの推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、福祉のまちづくり条例の
普及・啓発を行う。 

(2) 
授乳コーナーやベビーベ
ッドの設置促進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、授乳コーナーやベビーベ
ッドの設置の普及・啓発を行う。 

(3) バリアフリー化の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、公共的施設のバリアフリ
ー化を促進する。 

(4) 
安全で快適な道路環境の
整備 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、交通安全対策を推進し、
死傷事故の削減に努める。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ３ 子どもの安全の確保 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 交通安全教育の推進 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、歩行者マナーや自転車の
乗り方等交通安全教育を実施する。 

(2) 食の安全の確保 ３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、ノロウイルスによる食中
毒防止の啓発広報を実施する。 

(3) 
家庭における乳幼児の事
故の未然防止 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
不慮の事故防止や家庭用品安全対
策の知識の普及・啓発を推進する。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

施策の方向    ４ 犯罪を防止する活動の推進 

推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(1) 
青少年の非行防止活動の
推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、「こども１１０番」事業
の拡充への協力を行う。 

(2) 
子どもを犯罪等の被害か
ら守るための活動の推進 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、犯罪被害に遭わないた
めの対処方法等を充実する。 

〇 子どもの安全を確保するため、学校における交通安全教育や地域と連携した交通安全教室を充

実します。 

〇 食の安全を確保するための取組や食品等の安全性に関する情報を提供します。 

〇 誤飲・誤食事故による死亡やけがを未然に防止するため、保護者に対する事故予防のための情

報提供と教育を充実します。 

〇 関係機関との連携を強化し、青少年の非行の未然防止、早期発見、早期対応につながる取組を

進めます。 

〇 市民・事業者・関係団体・警察及び行政が一体となって、地域社会全体で子どもの安全を見守

る体制を充実します。 

〇 子どもの携帯電話の安全な使用について啓発活動を推進します。また、関係機関と連携し、イ

ンターネット問題に関する相談支援体制を充実します。 

施策展開の方向性

施策展開の方向性
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推進項目 
達成度（年度） 

達成状況 今後の方向性 
22 23 24 

(3) 
子どもが安心してインタ
ーネット等を利用できる
環境の整備 

３ ３ ３ 目標をほぼ達成 
引き続き、ネットいじめや学校裏
サイト等の問題の未然防止に向け
た取組を行う。 

※達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

≪アンケート調査結果≫ 

基本目標 取組への感想 割合(%) 基数

Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり

１ 取組は十分 3.4 %

3,947 

２ 取組は普通 21.7 %

３ 取組は不十分 30.1 %

４ 計画を知らない 33.8 %

５ わからない 9.4 %

不明 1.6 %

個別事業評価 Ｐ48 
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（２）目標事業量設定事業の進捗状況について 

    本市では、計画を進める中で、次の事業について目標事業量を設定し、事業を推進しています。

■ 目標事業量設定事業の一覧 

区分 単位 
年度実績 平成２６年度 

目標事業量 
達成率 
(%) ２２ ２３ ２４ 

基
本
目
標
Ⅱ

認
可
保
育
所

認可保育所定員 人 14,675 15,905 17,490 18,605 94.0 

延長保育事業 か所 162 185 205 230 89.1 

一時保育事業 か所 32 35 43 39 110.3 

休日保育事業 か所 6 6 6 7 85.7 

夜間保育事業 か所 1 1 1 1 100.0 

認可外 家庭保育福祉員（保育ママ） 人 69 94 117 95 123.2 

乳幼児健康支援一時預かり か所 3 3 3 4 75.0 

基
本
目
標
Ⅲ

地域子育て支援センター か所 48 49 51 51 100.0 

ふれあい子育てサポート事業 か所 4 4 4 5 80.0 

ショートステイ事業 

トワイライトステイ事業 

か所 1 2 2 5 40.0 

人 2 7 10 10 100.0 

基
本
目
標
Ⅴ

放課後児童健全育成事業 

※（ ）内は国庫補助対象 

か所 
113

※(86)

113 

※(89) 

113

※(93)
113 100.0 

人 10,263 11,850 12,167 13,700 88.8 

※ 達成率については、小数点第２位を四捨五入したもの。 
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１ 子どもの権利の尊重 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①かわさき子どもの

権利の日事業 

広く市民に子どもの権利についての関心と理解を深

めるため、関係団体や市民グループ等との連携を図

り、「かわさき子どもの権利の日のつどい」を開催す

るとともに、市民企画の講座やイベントなどを支援

します。 

３ ３ ３ ２ 市・こ 

●

②子どもの権利につ

いての広報・啓発 

子どもの権利に関する意識の向上を図るため、これ

までの子どもを中心とした広報に加え、パンフレッ

トの配布先の新規開拓や大人が集まる場所等での広

報の方法を検討し、大人向けの広報を進めます。 

３ ３ ３ ２ 市・こ 

(2)

①子どもの権利に関

する行動計画の取組 

子どもの権利に関する行動計画において、子どもの

意見表明・参加を施策の方向性として位置づけ、推

進します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

②子どもの参加を促

進するための広報・

啓発 

市ホームページ等の媒体を通じて、子どもが参加し

ている事業等を子どもの興味をひくような方法で紹

介することによって、子どもの参加を促進する「子

どもの権利啓発事業」を実施します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

(3)

①人権オンブズパー

ソンの周知 

子ども･親・関係機関に向け、子どもの権利の侵害に

関する相談・救済機関である人権オンブズパーソン

の広報を進め、周知に努めます。 

３ ３ ３ １ 市民オ 

②相談窓口の周知 相談窓口や機関を記載したカード等を子ども等へ配

布し、子ども自身と親が相談できる窓口について周

知を図ります。また、児童養護施設等に入所する子

どもに権利ノートを配布し、子ども自身の権利の確

認や、権利が侵害された場合の相談の方法について

周知を図ります。 

３ ３ ３ １ 

こ本部 

市民オ 

教育委 

● ③虐待相談・通告へ

の初期対応の充実 

虐待相談・通告への初期対応の充実のため、児童相

談所の体制整備や児童虐待防止センターの機能の充

実を図ります。 

３ ３ ３ １ こ本部 

④人権尊重教育研修

事業の実施 

保育園等に通う子ども一人ひとりの権利や個性が尊

重されるよう、関係職員が子どもの権利等について

学ぶ機会を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑤施設内虐待につい

ての対応 

施設内虐待を受けた子どもを救済するための仕組み

づくりを進めるとともに、施設職員の対応方法等に

ついてのガイドラインの作成や、施設内虐待の防止

に向けた研修を実施します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(4)

①児童虐待問題対策

委員会の活動の充実 

児童相談所を中心とした児童虐待問題対策委員会に

おける虐待防止に関する各事業の企画・運営を推進

します。 

３ ３ ３ ５ こ本部 

②要保護児童対策地

域協議会の活動の充

実 

市及び各区に設置した要保護児童対策地域協議会に

おいて、関係機関同士の情報共有と、連携の強化を

図り、児童虐待の防止に努めます。 

３ ３ ３ ５ こ本部 

③啓発活動の充実 児童虐待防止啓発講演会などイベントや関係機関と

の連携による虐待防止に向けた広報の充実を図りま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

④乳幼児虐待予防教

室の充実 

区の保健福祉センターにおいて、育児不安を持つ母

親や子どもとの関係に悩む母親のための相談支援や

教室を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(5)

①多文化共生教育の

推進 

「川崎市外国人教育基本方針」を踏まえ、外国人市

民や異なる文化的背景の中で育った子どもが自分た

ちの文化に対する自尊感情を育むと同時に、すべて

の子どもが異文化を理解し、尊重することで、共に

生きる豊かな社会を築いていこうとする意識を醸成

します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②ふれあい館事業の

充実 

国籍・民族・言語・文化などの違いに関わらず、 

すべての人々が互いに人権を尊重し合い、ともに生

きる地域社会の創造を目指すために、民族文化につ

いての講座や各種行事を行うふれあい館事業を充実

します。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

教育委 

③日本語指導等協力

者派遣事業の推進 

海外帰国・外国人児童生徒等の日本語指導及び心の

ケアを図るため、日本語指導等協力者を派遣します。

また、派遣後の学習支援につなげるよう、関係機関

のネットワークや日本語指導等協力者の研修を充実

しながら支援を進めます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 

２ 子どもの意見を尊重したまちづくり 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●

①川崎市子ども会議

の充実 

子ども自身が川崎市のまちづくりについて考え、意

見表明し、情報を発信することを支援するとともに、

子どもの意見を市政に反映させる場としての川崎市

子ども会議の充実を図ります。また、行政区子ども

会議及び中学校区子ども会議との連携を推進しま

す。 

３ ３ ３ １ 教育委 

●

②行政区・中学校区

子ども会議の充実 

地域社会のあり方などについて、子どもと大人で一

緒に考えるための行政区・中学校区子ども会議を充

実し、子どもの意見を反映した地域づくりを推進し

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

③他都市の子ども会

議との交流促進 

他都市の子ども会議の情報収集や交流等を通して、

活動の活発化を図ります。 
３ ３ ３ １ 教育委 

(2)

①子ども夢パークの

充実 

子ども夢パークにおける子どもの自主的、自発的な

活動を促進するため、子どもの活動を支えるサポー

ターやボランティアの充実を図り、子どもが主体と

なった運営体制のさらなる発展を図ります。 

３ ３ ３ １ こ本部 

② 青少年フェステ

ィバルの推進 

青少年団体が中心となって、青少年によるゲームコ

ーナーや工作コーナーなどのブース運営を支援する

青少年フェスティバルを開催し、青少年の社会参加

を促進します。 

４ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

- 31 -



１ 少子化や子育てに対する意識啓発 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①男女平等推進学習

等への男性の参加促

進 

男女平等推進学習や家庭教育学級、両親学級などを

開催し、男女がともに子育てを担うことについての

意識啓発を行います。また、講座の開催時間や内容

の見直しを進め、男性の各種講座への参加を促進し

ます。 

３ ３ ３ ２ 市・こ 

３ ３ ３ １ こ本部 

３ ３ ３ １ 教育委 

②男女平等啓発事業

の推進 

小学生、中学生、高校生及び保護者向けの教材やカ

リキュラムを活用した男女平等教育を推進し、男女

共同参画の意識啓発に努めます。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

３ ３ ３ １ 教育委 

(2) ●

①育児体験学習の機

会の充実 

若い世代から乳幼児や子育てについて関心や理解を

深めるため、公立保育園における小・中学生や高校

生などを対象とした育児体験学習の機会を充実しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

※今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

２ 「ワーク・ライフ・バランス」の推進 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●

①育児・介護休業制

度等の普及・啓発 

「かわさき労働情報」や市のホームページなどを通

して、広く事業所等に対し、育児・介護休業制度等

の関係法令や制度についての情報提供や普及・啓発

を行います。 

３ ３ ３ １ 経済労 

②育児休業取得促進

に向けた啓発 

男性の育児・介護休業取得促進のため、講座を開催

したり、必要に応じて講師の紹介等を行います。 
３ ２ ３ １ 市・こ 

(2)

●

①「ワーク・ライフ・

バランス」の普及・

啓発 

「かわさき労働情報」や市のホームページなどを通

して、次世代育成支援対策推進法の改正と一般事業

主行動計画の策定や仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）についての情報提供や普及・啓発

を行います。 

３ ３ ３ １ 経済労 

②コンサルタント派

遣事業 

希望する市内の中小企業にコンサルタントを派遣

し、現状を把握した上で「ワーク・ライフ・バラン

ス」導入の企画や従業員への周知と運用のサポート

を行います。 

３ ３ ３ １ 経済労 

③働き方のあり方の

研究 

経営者の代表者、労働組合の代表者及び川崎市が協

働して、非正規労働者の雇用問題やワークシェアリ

ングを含む働き方のあり方について研究します。 

３ ３ ３ １ 経済労 

(3)

①女性の就労継続支

援に向けた情報提供 

女性の多様な働き方に関する情報提供や講座の広報

を行うなど、女性の就労継続を支援します。 
３ ３ ３ ２ 市・こ 

●

②子育てがしやすい

職場環境づくり 

商工会議所等と連携し、企業や事業主に対して働き

方の見直しや短時間勤務制度、フレックスタイム制

度の導入を啓発するなど、子育てがしやすい職場環

境づくりを進めます。 

３ ３ ３ １ 経済労 

３ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

基本目標Ⅱ 家庭の力を育てる仕組みづくり
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３ 多様な保育サービスの充実 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1) ●

①保育受入枠の拡大 保育緊急５か年計画に基づき、認可保育所の整備を

推進し、定員の拡大を図り、家庭保育福祉員や認可

外保育事業を充実することによって、保育環境の整

備を進めます。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ） 

２ ２ ３ １ こ本部 

(2)

●
①延長保育事業の拡

充 

就労形態の多様化に対応するため、19時以降の延長

保育事業を拡充します。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ２ ２ こ本部 

②一時保育事業の 

拡充 

女性の就労形態の多様化や保護者の緊急時・リフレ

ッシュのための一時保育事業を拡充します。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ２ ２ こ本部 

③休日保育事業の 

充実 

休日に働かなければならない保護者の仕事と子育て

の両立を支援するため、休日保育事業の充実を図り

ます。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ ２ こ本部 

④病後児保育事業の

充実 

保護者の子育てと仕事の両立を支援するための乳幼

児健康支援一時預かり事業（病後児保育）を充実し

ます。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ １ こ本部 

(3)

① 三者評価の受審

の促進 

保育の質の向上や利用者へのサービスの選択に資す

るため、認可保育園における第三者評価の受審を促

進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②認可外保育施設の

指導 

認可外保育施設に対する指導・監督の充実を図りま

す。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ ２ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 

４ 要支援家庭対策の充実

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●

①家庭的養護の推進 里親制度を紹介したパンフレットの作成や里親養育

体験発表会の開催などを通して、里親の新規登録や

里親への委託を拡充するとともに、里親の養育技術

の向上を図るための研修及び里親への支援体制を充

実し、里親の育成に努めます。また、新たに小規模

住居型児童養育事業を実施します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

●

②児童養護施設等の

整備の推進 

児童虐待相談・通告件数の増加や市外措置の解消、

児童相談所における一時保護長期化の解消など、児

童虐待の増加による要保護児童の増加に対応するた

め、児童養護施設や乳児院等の整備を推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③施設機能の見直し 特別な支援を必要とする子どもの増加に対応するた

め、家庭的な生活環境に配慮したケア単位の小規模

化や、医療ケアなどの専門的ケアに向けての取組を

強化するなど、施設に求められる役割と機能を踏ま

えた施設の整備を推進します。 

３ ２ ３ １ こ本部 

④家庭支援機能の強

化 

児童相談所の再編整備を推進するとともに、社会的

養護にかかる地域ネットワークの構築など、相談関

係機関相互の連携を確保しながら、家庭支援機能を

強化します。 

３ ３ ３ １ こ本部 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1) ●

⑤研修体制の充実 保護児童の増加に対応できる人材を育成するため、

医療・心理の専門的ケアの技術向上に向けた研修体

制を充実します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

(2)
①自立支援策の強化 児童養護施設等を退所した子どもに対し、自立支援

援助ホームの職員の就労支援による自立支援を実施

します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(3)

①ひとり親家庭への

相談支援 

ひとり親家庭のための相談や情報提供などの支援体

制を充実します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

②日常生活支援事業

の充実 

ひとり親家庭等日常生活支援事業における支援員の

研修の充実と父子家庭も含めた広報を充実します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

③就業・自立支援セ

ンター事業の実施 

母子家庭の就業及び自立を支援するため、就業・自

立支援センター事業を実施し、求人情報の提供等を

行います。 

３ ３ ３ １ こ本部 

④母子家庭の就業機

会の拡大 

就業機会の拡大を図るため、母子家庭に対し、自立

支援教育訓練給付金事業、高等技能訓練促進費等事

業を実施します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑤母子家庭への貸付

事業の実施 

母子家庭を経済的に支援するため、就学支度資金や

修学資金等の貸付事業を実施します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

⑥施設に入所してい

る家庭の自立支援 

母子生活支援施設に入所している家庭の自立に向け

た支援を充実します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

(4)

①障害児支援ネット

ワークの検討 

子どもの成長に応じ、一貫した支援が行われるよう、

保健、医療、福祉、教育、就労に関わる機関や関係

者の支援ネットワークの強化に向けた体制整備につ

いて検討します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②相談窓口の充実 区役所において、各種相談支援や制度・サービスの

利用案内を行うとともに、専門機関との連携を図り

ながら、総合的な相談窓口としての機能を充実させ

ます。 

３ ３ ３ １ 
健福 

こ本部 

●

③（仮称）中央療育

センターの整備 

入所・通所機能と地域支援機能を一体的に提供する

ため、現在の中部地域療育センターと知的障害児施

設しいのき学園を再編し、障害児の通所・入所機能

を併せ持った（仮称）中央療育センターを整備しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部

●

④地域療育センター

の整備・充実 

療育ニーズの増加・多様化に対応するため、宮前区

に西部地域療育センターを設置します。また、既存

の地域療育センターとともに、障害のある子どもの

地域における生活の充実に向けた総合的なマネジメ

ント機能を有する専門機関として機能の充実を図り

ます。 

３ ３ ３ １ こ本部

●

⑤発達相談支援機 

能の充実 

成長に応じた一貫性のある支援を通じて、子どもの

社会への適応力を高めるため、中核機関である発達

相談支援センターにおいて、発達障害についての相

談支援、発達支援、就労支援等を実施します。また、

西部地域療育センターや、（仮称）中央療育センター

においても主に発達相談支援機能を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部

⑥障害の発見から療

育支援までの連携促

進 

各種健康診査等によって発見された障害の疑いのあ

る子どもに対し、地域療育センターにおいてできる

だけ早期からの相談、医学的検査・診断及び家族に

対する相談を行い、円滑に療育が受けられるよう関

係機関の連携を促進していきます。 

３ ３ ３ １ こ本部
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(4)

⑦質の高い療育の提

供 

地域療育センターにおいて、通園療育のほか、発達

段階に応じた療育を提供していきます。さらに、就

学前の障害や障害が疑われる子どもと家族への総合

的・継続的な相談・療育の充実とともに、学齢期の

専門的支援機関として機能の充実を図ります。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑧入所施設における

生活支援 

障害の状況や保護者等の状況により家庭での生活が

難しい障害のある子どもに対し、入所施設において

日常生活上の支援を行います。 

３ ３ ３ １ こ本部

⑨地域活動への支援 区役所、地域療育センターにおいて、障害特性に応

じた専門的な相談や支援を必要とする子どもを対象

とした地域の子育てグループなどへの支援や、これ

らを主催するＮＰＯ法人などとの連携を推進しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部

⑩ 発達相談支援コ

ーディネーター養成

研修の実施 

地域の子どもとともに育つ観点から、身近な場所で

専門的援助と多様な療育が受けられるよう支援体制

の整備を進めるとともに、子どもと家庭への支援を

進めるため、地域療育センターや関係機関等との連

携強化を図ります。また、保育所や幼稚園を対象と

して発達相談支援コーディネーター養成研修を実施

し、発達障害のある子どもとその家族への支援を充

実します。 

３ ３ ３ １ こ本部

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 

5 経済的負担の軽減 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①私立幼稚園保育料

等補助の実施 

私立幼稚園に通園する園児の保護者に対し、その負

担を軽減するため、保育料等の補助を行います。 
３ ３ ３ ２ こ本部 

②幼児園児保育料補

助の実施 

幼児園（幼稚園類似の幼児施設で、市が認定する施

設）に在籍する幼児の保護者に対し、保育料の一部

を補助します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(2)

①就学援助の実施 経済的理由のため、就学が困難な小・中学生を持つ

家庭に対し、就学援助を行います。 
３ ３ ３ １ 教育委 

②奨学金の支給 経済的な理由のため、修学が困難な高校生に対し、

奨学金を支給します。 
３ ３ ３ １ 教育委 

(3)

●

①医療費の助成 子どもの健康と福祉の増進を図るため、小児医療費

助成、重度障害者医療費助成、ひとり親家庭等医療

費助成、小児ぜん息患者医療費支給、小児慢性特定

疾患医療費助成等の医療費を助成します。 

３ ３ ３ １ 
健福 

こ本部 

②入院助産制度の実

施 

経済的理由で入院することが困難な妊産婦を援助す

る入院助産制度を実施し、経済的負担の軽減を図り

ます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(4)

①子育て家庭への手

当の支給 

次代の社会を担う子どもの成長及び発達に資するた

め、子ども手当を支給します。また、児童扶養手当

については、国の制度変更に伴い、母子家庭に加え、

父子家庭にも支給対象を拡大して実施します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合
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１ 地域における子育て家庭への支援

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1) ●
①区における子ど

も・子育て支援の推

進 

区における子ども・子育て支援の充実を図るため、

地域における子育て家庭のニーズや地域の特性を踏

まえた子育て支援を推進します。 

３ ３ ３ １ 区役所 

(2)

●

①地域子育て支援セ

ンターの充実 

親子が気軽に集い、安心して遊べる地域子育て支援

センター事業を拡充するとともに、事業内容の充実

を図ります。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ ２ こ本部 

②子育てサロン等へ

の支援 

乳幼児親子が気軽に集い、親子同士や世代間交流の

できる場として、地域の団体が主体的に開催してい

る子育てサロン等を支援します。 

３ ３ ３ １ 区役所 

●

③こども文化センタ

ーの充実 

乳幼児がより利用しやすくなるよう、こども文化セ

ンターの施設や設備の整備を計画的に推進します。

また、子育て相談などに対応できるよう、職員の専

門性の向上に努めます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(3)

●

①ふれあい子育てサ

ポート事業の実 

市民同士が互いに子育て支援するふれあい子育てサ

ポート事業について、利用したい市民と援助したい

市民同士のコーディネートを行うサポートセンター

の機能充実を図ります。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ １ こ本部 

②産後家庭支援ヘル

パー派遣事業の充実 

体調不良の妊産婦のいる家庭に、家事や育児の援助

を行う産後家庭支援ヘルパー派遣事業を充実しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(4)
①民生委員・児童委

員活動への支援 

地域における子育て家庭への相談・援助活動を支援

するため、民生委員・児童委員、主任児童委員の研

修等を充実します。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

健福 

(5)

①保健福祉センター

における子育て支援

の充実 

保健福祉センターにおいて、地域の子育て講座への

講師の派遣等により活動支援を充実します。 ３ ３ ３ １ 区役所 

②保育所の子育て支

援の充実 

保育所において、園庭開放や地域の子どもとの交流、

子育て相談、保育参加などを実施し、地域における

子育て家庭を支援します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③ショートステイの

拡充 

児童福祉施設等の養育機能や地域の資源を活用し、

保護者の疾病、出産等により家庭における養育が困

難になった子どもを一時的に養育するショートステ

イ事業を拡充します。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ １ こ本部 

④トワイライトステ

イの実施 

保護者が残業等により不在となり、家庭での養育が

困難になった子どもを保護者が帰宅するまでの間養

育するトワイライトステイ事業を実施します。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり
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2 相談・情報提供の充実と子育てのネットワークづくり 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●
①区役所における相

談支援体制の充実 

市民の子育てについての相談に的確に対応するた

め、関係機関同士の連携を強化し、区役所における

相談支援体制を充実します。 

３ ３ ３ １ 区役所 

②保育所における相

談事業の実施 

乳幼児をもつ家庭の身近な相談窓口として、保育所

の専門性や地域性を活用し、相談事業を進めます。 
３ ３ ３ １ こ本部 

③地域子育て支援セ

ンターにおける相談

事業の実施 

地域子育て支援センターを、地域の身近な相談窓口

として、子育てについての相談事業を進めます。 ３ ３ ３ １ こ本部 

④相談員の資質の向

上 

子育てに関するさまざまな相談に応じられるよう、

相談員の専門性の向上を図るため、研修内容を充実

するとともに、児童相談所や関係機関との連携を強

化します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

●
⑤児童相談所の再編

整備 

児童相談所の再編整備を推進し、児童相談所におけ

る相談支援体制の強化を図ります。 
３ ３ ３ １ こ本部 

(2)

①子育てガイドブッ

クの作成 

子育てガイドブック（全市版、区版）を作成し、子

育て家庭への情報提供を充実します。 
３ ３ ３ １ 

こ本部 

区役所 

●
②多様な方法による

情報提供 

市及び各区ホームページ等を通じて子育て情報を提

供するとともに、子育て関係施設などにおける情報

提供を充実します。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

区役所 

(3)

●
①子育てのネットワ

ークの構築 

子育て関係機関、子育て関係団体、地域住民等が連

携し、地域における子育てのネットワークづくりや

世代間交流を促進します。 

３ ３ ３ １ 区役所 

②社会福祉協議会へ

の支援と連携の強化 

社会福祉協議会が開催する地域の子育て支援事業へ

の支援を行うとともに、社会福祉協議会と区役所と

の連携を進めます。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

区役所 

(4)

①子育てサークルの

育成・支援 

保健福祉センター及びこども支援室による子育ての

仲間づくりの場の提供と講師の派遣、こども文化セ

ンターにおける活動場所や子育て情報の提供などを

通して、子育てサークルを育成・支援します。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

区役所 

②地域子育て自主グ

ループ活動費の助成 

地域において親自身が協力して子どもを保育する地

域子育て自主グループへ活動費を補助することによ

り、幼児の健全な成長を支援するとともに、地域に

おける子育て力の向上に努めます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

３ 子どもが健やかに生まれ育つための地域活動の促進 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①地域活動への支援 地域において、子育て家庭をあたたかく見守る地域

活動を支援します。 
３ ３ ３ １ 区役所 

●
② 子育てボランテ

ィアの養成と活動支

援 

「すくすく子育てボランティア事業」により、子育

てボランティアを養成し、活動を支援します。 ３ ３ ３ １ こ本部 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(2)

①青少年育成連盟へ

の支援 

青少年育成連盟への支援を行い、加盟団体相互の交

流及び連携を密にして、青少年の健全育成の推進と

指導者の育成、青少年団体の活性化を図ります。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②青少年指導員の設

置 

青少年指導員を設置し、地域社会において、青少年

の体験活動の促進、青少年団体の育成を支援し、青

少年に望ましい地域づくりを推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③青少年フェスティ

バル等の推進 

青少年の社会参加・啓発を進めるため、川崎市青少

年育成推進委員会を支援し、青少年健全育成事業（青

少年フェスティバル等）を推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

④少年団体リーダー

養成事業への支援 

地域青少年活動の活性化を図るため、子ども会等が

行う少年団体のリーダー養成研修事業を支援しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合
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１ 安心して妊娠・出産できる環境づくり 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●
①母子保健指導事業

の充実 

母子健康手帳交付時の相談支援や情報提供の充実を

図り、安心・安全な妊娠期を過ごせるように支援し

ます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

●
②妊産婦健康診査の

充実 

安心・安全な妊娠期や産じょく期を過ごすため、妊

産婦健康診査についての広報を進めるとともに、妊

産婦への支援を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③歯科保健指導の充

実 

う蝕や歯周病にり患しやすい妊娠中におけるブラッ

シング指導を充実します。 
３ ３ ３ １ 健福 

(2)

①両親学級の充実 妊娠中の食生活や、飲酒、喫煙等の健康習慣を見直

したり、子育ての仲間づくりができるよう、内容の

充実を図ります。また、テキストを改訂し、父親に

向けた情報提供の充実を図ります。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(3)

①特定不妊治療への

助成 

不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、特定

不妊治療費助成事業を実施します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

②不妊専門相談セン

ター事業の充実 

専門医や不妊症看護認定看護師による不妊専門相談

センター事業の啓発に努めるとともに、不妊に悩む

人に対する相談支援体制を強化します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③女性医師による健

康相談の充実 

不妊に伴う悩み等に対応するため、保健福祉センタ

ーにおける女性の健康づくりに向けた相談支援の体

制を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(4)

①周産期医療体制充

実の要望 

安心して妊娠・出産ができるよう、産科医の確保や

周産期医療体制の充実を国や神奈川県に要望しま

す。 

３ ３ ３ １ 健福 

●

②総合周産期母子医

療センターの運営支

援 

妊娠・出産時における母子の生命の安全を確保し、

周産期救急医療の充実を図るため、切迫早産、胎児

異常などのリスクの高い妊娠・分娩・新生児に対し

て２４時間体制による総合周産期母子医療センター

の運営を支援します。 

３ ３ ３ １ 健福 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

２ 親と子の健康づくり 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●

①乳幼児健康診査等

の充実 

子どもの健やかな発育・発達を支援するため、乳幼

児健康診査や育児相談を通して、子どもへの虐待や

発達障害の早期発見・早期対応につながるよう、相

談支援の場としての機能を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②親子の交流や仲間

づくりの促進 

保健福祉センターにおいて育児不安の軽減や親子の

孤立防止のため、子育ての仲間づくりを進めます。

あわせて、多胎児や外国籍母子などの共通の状況に

ある親子の交流を促進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(2) ●

①母子訪問指導事業

による全戸訪問の実

施 

新生児訪問とこんにちは赤ちゃん訪問による乳児家

庭全戸訪問を実施し、情報提供を行うことで、出産

後の早い時期から地域や相談機関とのつながりをつ

くり、子育て家庭の孤立化を予防するとともに、必

要な支援を行います。 

２ ３ ３ ２ こ本部 

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(2)

②対象者のニーズに

合わせた訪問指導の

充実 

新生児・未熟児訪問、妊娠高血圧症候群予防訪問、

家族計画指導訪問、乳幼児訪問等を適切な時期に適

切な方法で実施し、個別のニーズに応じた支援を進

めます。 

２ ３ ３ １ こ本部 

●
③児童虐待の早期発

見・早期対応 

子どもへの虐待を未然に防止するため、乳幼児健診

時や家庭訪問等で、養育支援の必要な対象を早期に

把握し、的確にフォローする体制を充実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(3) ●

①母子保健教室の充

実 

育児不安を持つ母親や子どもとの関係がうまくいか

ない母親のための教室や、遊びや食生活、生活リズ

ム等の大切さを体験学習するちびっこ健康教室を充

実します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(4)

●

①食育の推進 「食育」を地域社会全体で推進するため、保健や教

育等をはじめとするさまざまな分野が連携し、乳幼

児期からの食に関する学習機会や情報を提供しま

す。 

３ ３ ３ １ 健福 

②食と健康教室等の

充実 

家族の健康と食生活についての基礎づくりを進める

ため、食と健康教室（離乳食・幼児食教室）等の各

種教室を充実します。 

３ ３ ３ １ 健福 

(5)

①乳幼児歯科健診の

充実 

生涯を通じて健康な歯を保つために、その基礎とな

る乳幼児期のむし歯を予防するとともに、歯科保健

に関する生活習慣の定着を図るため、健康診査と保

健指導を充実します。 

３ ３ ３ １ 健福 

(6)

①在日外国人母子保

健サービスの充実 

外国人市民の親子に対して、副読本として外国語版

母子健康手帳を配布するとともに、外国籍育児教室、

通訳ボランティアの派遣等による支援を充実しま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(7)

①アレルギー相談の

充実 

アレルギーを持つ子どもの健康増進を図るため、ア

レルギー相談を充実します。 
３ ３ ３ １ 健福 

②ぜん息児の健康回

復・増進 

ぜん息児キャンプや水泳教室などを通じて、ぜん息

児の健康回復・増進を図ります。 
３ ３ ３ １ 健福 

③アレルギー疾患に

対する知識の普及 

アレルギー予防講演会等によりアレルギー疾患に対

する正しい知識の普及に努めます。 
３ ３ ３ １ 健福 

(8)
①予防接種の正しい

知識の普及・啓発 

乳幼児の定期予防接種対象疾病について、正しい知

識の普及・啓発と接種勧奨による感染症の発生及び

まん延の防止を図ります。 

３ ３ ３ ２ 健福 

(9)

① 小児急病センタ

ーの充実 

休日や夜間における初期救急を確保するために、休

日（夜間）急患診療所や小児急病センターにおける

小児科医療の維持をはじめ、病院群輪番制による小

児科第二次救急医療体制の確保に努めます。 

３ ３ ３ ２ 健福 

②院内保育の運営支

援 

小児科医や看護師を確保するため、院内保育の運営

を補助し、女性医師等が働きやすい職場環境づくり

を支援します。 

３ ３ ３ ２ 健福 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合
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３ 思春期の保健対策の充実 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①相談機関の周知徹

底と支援体制の充実 

本人や家族が相談しやすいよう、相談機関の周知徹

底に努めるとともに、支援体制を充実します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

②関係機関相互の連

携強化 

心の問題への対応を充実するため、保健福祉センタ

ーや精神保健福祉センター等の関係機関の連携を強

化します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(2) ●

①思春期保健健康教

育の推進 

保健福祉センターと学校等が連携して、子どもや保

護者を対象に、性に関する健全な意識のかん養や、

性感染症、飲酒・喫煙、薬物乱用の防止に向けた思

春期保健健康教育を推進します。 

３ ３ ３ １ 
こ本部 

教育委 

(3)
①性感染症について

の知識の普及・啓発 

性感染症防止のため、正しい知識等の普及・啓発に

努めます。また、エイズ相談・検査の充実を図りま

す。 

２ ３ ３ １ 健福 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 
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１ 家庭や地域の教育力の向上 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

●

①家庭・地域教育学

級の充実 

子どもへの理解を深め、親の役割や家庭のあり方、

家庭教育に関する課題等について学ぶ機会を提供

し、親としての成長を支援するため、教育文化会館・

市民館における家庭・地域教育学級を充実します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②市民館保育活動の

実施 

子育て期の親の学習を支援するため、保育ボランテ

ィアを養成し、教育文化会館・市民館主催事業に保

育を併設します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

③ＰＴＡや自主グル

ープによる家庭教育

学級の充実 

ＰＴＡや自主グループによる家庭教育学級の充実を

通して、地域における身近な場での家庭教育支援を

推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(2)

①子育て支援啓発事

業の開催 

子育て支援に関する施策を行う関係機関と連携しな

がら、子育て広場などの交流イベントの開催や情報

紙の発行等を通して、親同士の交流や子育てに関す

る情報交換を促進し、地域における子育てネットワ

ークの構築を支援します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

② 市民自主学級・市

民自主企画事業の開

催 

教育課題も含めた、地域や社会の課題解決等を目的

とした市民からの企画提案を基に、市民と市民館等

の協働により創る市民自主学級・市民自主企画事業

を実施及び実施の過程を通して、市民の自主的な学

びと市民活動の促進を図ります。 

３ ３ ３ １ 教育委 

●

③地域教育会議の活

性化 

地域の教育に関する課題の解決に向けて、学校や関

係機関と協働して取組み、市民の自主的・主体的な

組織である行政区・中学校区地域教育会議の活性化

を図ります。 

３ ３ ３ １ 教育委 

●

④子ども会議の充実 地域社会のあり方などについて、子どもと大人で一

緒に考えるための行政区・中学校区子ども会議を充

実し、子どもの意見を反映した地域づくりを推進し

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 

２ 幼児・学校教育の充実と若者の自立支援 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(1)

①幼保一体化の研究 就学前の子どもが一貫した教育・保育を受けられる

よう、本市における幼保一体化施設のモデル園とし

ての認定こども園での研究を支援します。 

３ ３ ３ ４ こ本部 

●
②私立幼稚園への支

援 

私立幼稚園に対し、障害のある子どもの受入れや預

かり保育など子育て支援の充実に向けた支援を行い

ます。 

３ ３ ３ ２ こ本部 

③ 幼・保・小の連携

に向けた取組の促進 

幼児期から学齢期への発達の連続性を踏まえ、子ど

もや保護者が安心して就学を迎え、小学校生活を送

ることができるよう、幼稚園、保育所、小学校間の

情報交換や連携の強化に向けた取組を進めます。 

３ ３ ３ １ 

こ本部 

区役所 

教育委 

④幼児教育への支援 幼児教育に携わる教職員・指導者等に向けた講座や

研修を実施することにより、幼児教育の充実を図り

ます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 
達成状況（年度） 今後の 

方向性
所管局 

22 23 24 

(2)

●

①「かわさき共生・

共育プログラム」の

実施 

豊かな人間関係を育む「かわさき共生・共育プログ

ラム」を実施するなど、命の尊さや価値を知り、お

互いの存在を尊重できる、こころ豊かな子どもを育

成します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②いのち、こころの

教育の推進 

子どもが自分の存在を肯定し、自尊感情や自信を持

って生きていく姿勢や、他者を尊重する姿勢を育み

ます。また、豊かな人間性や社会性を育成するとと

もに、善悪を判断する力、基本的なしつけ等が身に

つくように家庭や地域と連携しながら、社会のルー

ルを守る子どもを育成します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

③人権尊重教育の推

進 

「子どもの権利条例」の趣旨を踏まえ、これまで積

極的に取組んできた、一人ひとりが違いを認め合い、

互いの人権を尊重し合えるように人権尊重教育を推

進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(3)

●

①いじめ・不登校等

を生まない環境づく

りと早期対応に向け

た取組 

教員の学級経営能力や児童生徒指導、教育相談に関

する力量の向上とあわせて、スクールカウンセラ

ー・学校巡回カウンセラーの有効な活用、適切な相

談機関との連携等、相談機能を充実し、早期発見・

適切な対応を図ります。また、問題を学級担任だけ

で抱えこまず、組織で対応する体制づくりと、小学

校と中学校の連携を推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②不登校児童生徒等

に対する相談・支援

の充実 

不登校児童生徒等に対する個別カウンセリングや学

習活動、体験活動、グループ活動等を組織的、計画

的に行う教育支援センター（適応指導教室「ゆうゆ

う広場」）の充実を図ります。また、児童相談所やＮ

ＰＯ法人、フリースペース等の関係機関と児童生徒

の在籍校との連携により、子どもへの多様な教育機

会の提供や相談機能の充実を図ります。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(4)

●

①子どもの体力・運

動能力の向上 

体力測定等を行い、子どもの体力・運動能力等を定

期的に把握し、課題や対応策について専門的な分

折・検討を行います。また、子どもが運動の楽しさ

を味わうことのできる授業づくりや運動をする動機

づけを行うことで、子どもの主体的な健康づくりや

基礎体力づくりを支援します。 

３ ３ ３ ２ 教育委 

②学校における食育

の推進 

バランスのよい食事や正しい食事マナー、食物の大

切さなどを理解し、将来にわたって健康にすごすた

めの自己管理能力や望ましい食習慣を身につけられ

るよう「食に対する指導」を推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(5)

●

① 読み・書き・計 

算等、基礎・基 

本の徹底 

子どもが、生涯にわたって、学び続けるために必要

とされる、読み書きや正確に計算する力などの、各

教科における揺るぎない基礎的・基本的な知識・技

能の定着を図ります。 

３ ３ ３ １ 教育委 

② 自ら学ぶ意欲、 

自ら考える態度 

の育成 

子どもが、自分で考え、自ら問題を解決しようとす

る態度の育成を重視した教育を発達状況に応じて行

います。 

３ ３ ３ １ 教育委 

③思考力・判断力・

表現力等を向上させ

る学習指導の充実 

子どもの思考力・判断力・表現力等を向上させるた

めに、そのような力を活用する必要のある課題や学

習場面の設定を重視した教育を行います。 

３ ３ ３ １ 教育委 

④コミュニケーショ

ン能力の向上 

好ましい人間関係づくり等が図られるよう、自分の

考えをまとめて相手に分かりやすく説明すること

や、相手の表情を見て、相手の話を聞き理解するな

ど、コミュニケーション能力の一層の向上を目指し

た取組を展開します。 

３ ３ ３ １ 教育委 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(5)

⑤学習状況調査の実

施 

子どもの学習状況を正しく把握し、子ども一人ひと

りにあった学習方法をアドバイスし、指導方法の改

善等に生かすために学習状況調査を実施します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑥少人数学級等の推

進 

学校生活への適応の促進、基本的な生活習慣の定着、

望ましい集団づくりなど、小学校１年生に対する学

習指導・児童指導を充実するために、当面は小学校

１年生の１クラスの人数を 35 人以下とするなど、

よりきめ細やかな指導ができる体制づくりを推進し

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑦少人数指導などき

め細やかな学習指導

の推進 

基礎・基本の確実な定着を目指し、習熟度別学習、

課題別学習などの少人数指導等を推進し、個に応じ

たきめ細やかな指導の充実に努めます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑧私立中学校・高等

学校への支援 

教材費の補助等を通じて、特色ある教育を行ってい

る私立中学校及び高等学校への支援を実施します。 
３ ３ ３ １ こ本部 

(6)

①各区教育担当の学

校運営支援 

各区に設置した教育担当が、区・こども支援室と連

携しながら、各区における学校と地域社会の連携強

化や学校現場へのきめ細やかな対応など学校運営支

援を推進します。 

３ ３ ３ ２ 教育委 

②地域に開かれた学

校づくりの促進 

学校の裁量権の拡大や学校評価システムの導入な

ど、学校が自主的・自律的な運営を行い、地域に開

かれた学校づくりを促進するための仕組みを整備し

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

③地域の資源を活用

した教育の推進 

学校教育に地域の人材やＮＰＯ法人・企業を積極的

に活用することや、学校支援センターによる支援に

より、学校の教育活動を活性化させるとともに、教

職員とは異なる多様な技能や知識、経験を子どもに

伝え、活力ある教育活動を展開します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

④商店街や企業等と

の連携による職業体

験活動（就労体験）

の推進 

地元の商店街や企業との連携による社会体験や職業

体験活動を推進し、また、商品や技能を活用した出

前講座などを実施することを通して、子どもに社会

性や望ましい職業観、勤労観等の意識を育んでいき

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑤ コミュニティ・ス

クールの推進 

保護者や地域住民が校長や教職員と一体となって、

学校運営に取組むコミュニティ・スクールを各区に

設置するとともに、コミュニティ・スクールに指定

された学校の取組成果を他の学校へ波及させること

などにより、学校・家庭・地域社会が連携してより

よい教育の実現に取組みます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑥読書のまち・かわ

さき関連事業の推進 

子どもから大人までが読書に親しむため、学校、地

域、家庭でのさまざまな読書活動に取組むことがで

きる読書環境の整備を進めます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑦小中連携・中高一

貫教育の推進 

義務教育期間の９年間や中学校・高等学校の６年間

など長期的な視点で教育活動の展開を図ることで、

教育課程や学習環境、学校生活に連続性を持たせ、

子どもの成長にあわせた指導や教育を実施します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑧市立高等学校の再

編整備の推進 

社会状況の変化に伴う新たなニーズに対応するた

め、川崎高校を中高一貫教育校とし、併せて二部制

定時制課程を設置し、生徒にとっての新たな選択肢

も提供できるようにするなど、市立高等学校の再編

整備を推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(7)

●

① 小・中・高等学校

等における特別支援

教育の推進 

小・中学校における特別支援教育の推進のために、

通級指導教室の拡充や巡回相談システム等の整備及

び児童生徒、保護者、教職員に対する相談支援体制

を充実します。高等学校においては、校内体制の整

備や特別支援教育コーディネーターの研修を充実し

ます。また、従来の障害児教育の対象だけでなく、

ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含めた障害のあ

る児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切

な教育的支援を行うために、支援体制を充実します。 

３ ３ ３ ２ 教育委 

②特別支援学校にお

ける機能拡充と特色

ある学校づくり 

特別支援学校は、地域の小・中学校等を対象とした

教育的支援や教職員・保護者からの相談窓口を備え

た特別支援教育のセンター的役割を担い、特別支援

学校を中心とする支援地域におけるネットワーク体

制づくりを進めます。また、複数の障害に対応する

特別支援学校の体制整備についても、検討を行いま

す。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(8)

●

①義務教育施設等の

計画的整備 

安全で快適な教育環境を提供しながら地域資源とし

て学校を有効活用するため、学校の適正規模・適正

配置を踏まえて、義務教育施設等の計画的整備を行

います。 

３ ３ ３ １ 教育委 

●

②適正規模・適正配

置の検討 

児童生徒数の増減に地域差があり、学校ごとのクラ

ス数に差が生じてきているため、社会・地域の実情

に考慮し、良好な教育環境を維持できるようにする

など、学校の適正規模・適正配置の検討を引き続き

進めます。 

２ ２ ３ １ 教育委 

(9)

①子ども・若者育成

支援推進法に基づく

環境の整備 

ニート等困難を抱える若者の自立を支援するため、 

子ども・若者支援推進法に基づくネットワークの 

構築と自立までの支援体制の整備を推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②若年者の就業支援

の実施 

若年者の職業的自立を目指し、若者の置かれた状 

況に応じた個別・継続的な総合就業支援（相談、 

カウンセリング、研修、職業紹介等）を実施します。 

３ ３ ３ ２ 経済労 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

３ 遊びや体験の場の整備 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1)

●

①こども文化センタ

ーの整備 

こども文化センターが、中学生や高校生の居場所と

して、より利用しやすくなるよう整備を推進します。

また、玉川・菅生・日進町こども文化センターにつ

いては、老朽化に伴う建替えを推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②アスクルによる利

便性向上 

放課後、小学校から直接こども文化センターへ来館

し、利用できるアスクルにより利用の利便性を図り、

仲間づくりの促進と活動の場の提供に努めます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

●

③わくわくプラザの

充実 

放課後、学校施設を利用し、子どもに遊びの場を提

供するとともに、仲間づくりを促進するわくわくプ

ラザを充実します。 

（平成 26年度目標事業量 → 28 ページ）

３ ３ ３ １ こ本部 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1)

④子育て支援・わく

わくプラザ事業の実

施 

保護者の就労等の理由により、午後６時までにお迎

えが困難な場合に、午後７時まで小学生の居場所及

び安全を確保するための「子育て支援・わくわくプ

ラザ事業」を実施します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑤街区公園の整備 子どもが歩いていける範囲に街区公園などの身近な

公園の整備を推進します。 
３ ３ ３ １ 建緑 

⑥大規模公園等の整

備 

里山の自然環境など立地特性を生かした個性と魅力

ある大規模公園や緑地づくりを推進します。 
３ ３ ３ １ 建緑 

⑦リフレッシュパー

ク事業の推進 

老朽化した近隣・地区公園の整備計画を市民との協

働により策定し、新たな公園に再生するリフレッシ

ュパーク事業を推進します。 

３ ３ ３ １ 建緑 

⑧子ども夢パークの

充実 

子どもが学び、遊び、つくり続ける施設であり、子

どもの居場所としての機能を持つ「子ども夢パーク」

において、スタッフの育成などを進め、より広範な

利用促進に努めます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑨子どもが安全に遊

べる公園の維持管理 

身近なところで子どもの安心・安全な遊び場を確保

するため、地域住民が主体となって維持管理する公

園を増やしていきます。 

４ ３ ３ １ 建緑 

⑩障害のある中高生

への日中一時支援 

障害のある中高生の放課後や長期休暇中の余暇活動

の支援を行いながら、社会に適応する日常的な訓練

を行うため、障害児タイムケアモデル事業を実施し

ます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(2)

①学校における体験

活動の充実 

青少年教育施設等において、子どもの自然とのふれ

あいや野外活動の体験、仲間づくりなどを促進しま

す。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②青少年団体宿泊研

修の充実 

青少年の家、八ヶ岳少年自然の家における青少年団

体宿泊研修を通じて、青少年の社会性や豊かな人間

性を育み、心身ともに健全な青少年の育成に努めま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

③青少年科学館の活

動の充実 

青少年科学館において、プラネタリウムによる天文

学習や、地層や植物の自然観察・科学実験などの各

種学習・教室を開催します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

④夏休み親子工作教

室の開催 

各地域において夏休み親子工作教室を開催し、創作

活動を通して、親子のふれあいと子どもの創造性を

育みます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(3)

①文化・芸術施設に

おける体験機会の提

供 

市民ミュージアム、岡本太郎美術館、日本民家園に

おいて、芸術、文化、美術、伝統、歴史などに触れ、

体験する機会を提供します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

②子どもの音楽活動

の促進 

子どもの音楽活動を促進するため、音楽の祭典、オ

ーケストラ鑑賞、地域の音楽家との交流などを推進

します。 

３ ３ ３ ２ 教育委 

③市立図書館の活動

の充実 

お話のおもしろさ、本を読む楽しさを体験できるよ

うに、市立図書館において、幼児や小学生を対象に

おはなし会を開催し、子どもと本との出会いを促進

します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

④子どもの読書習慣

の醸成 

学校図書館の充実と有効活用を図るため、学校図書

館ボランティアの育成や市立図書館との連携を推進

し、子どもの読書習慣を育みます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(4)

①総合型地域スポー

ツクラブの育成 

各区に１か所以上の総合型地域スポーツクラブの設

立を目指し、未設置区における準備組織設立に向け

ての取組を進めるとともに、既設の総合型地域スポ

ーツクラブを育成し、子どもの健康・体力づくりや

世代間交流を促進します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(4)
②スポーツセンター

等における機会の提

供 

地域や関係機関との連携を強化し、スポーツセンタ

ー等において、子どもがスポーツに親しむ場やスポ

ーツを通じて親子がふれあう機会を提供します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合
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１ 子育てに配慮した住宅の整備 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1)

①ファミリー向け賃

貸住宅の供給促進 

不足しているファミリー向け賃貸住宅の供給を誘導

するため、住み替えを希望する高齢者持ち家世帯の

住宅を有効活用し、子育て世帯が子育ての一定期間、

負担可能な家賃で利用できるような定期借家戸建賃

貸住宅等の普及方策について検討します。 

３ ３ ３ １ まち 

●

②子育てに配慮した

マンション等の普及

方策の検討 

子育て世帯に適した居住環境を確保するため、事業

者や管理組合等に対し、「川崎市子育て等あんしんマ

ンション認定制度」を普及・啓発し、子育て世帯等

に配慮した民間住宅の普及に努めます。また、集会

室を子育て仕様として整備した場合に、費用の助成

や希望する認定マンションに子育て相談員を派遣し

ます。 

３ ３ ３ １ まち 

(2)
①特定優良賃貸住宅

等の子育て世帯の入

居促進 

特定優良賃貸住宅等について、子育て世帯が利用し

やすいよう、入居機会の拡大と家主（認定事業者）

への助成を通じた入居者負担の抑制を図ります。 

３ ３ ３ １ まち 

(3) ●
①市営住宅の入居シ

ステムの工夫 

子育て世帯の入居機会の拡大が図れるよう、定期借

家などについて検討を行います。 
３ ３ ３ １ まち 

(4)

①健康リビング推進

事業の充実 

住居内における健康上の危害の発生予防や快適で安

全な居住環境の確保を支援するため、情報提供や啓

発活動、市民相談等健康リビング推進事業を充実し

ます。 

３ ３ ３ １ 健福 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

２ 安心して外出できる環境の整備 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1) ●

①福祉のまちづくり

の推進 

市民にやさしいまちづくりを進めるため、「川崎市福

祉のまちづくり条例」の整備基準に基づいた建築物

や道路、公園等の整備を進めるなど、福祉のまちづ

くりを推進します。 

３ ３ ３ １ まち 

(2)

①授乳コーナーやベ

ビーベッド設置への

働きかけ 

子ども連れでも安心して外出できるよう、公共的施

設における授乳コーナーやベビーベッドの設置促進

に向けた働きかけを行います。 

３ ３ ３ １ まち 

②子ども連れに配慮

した施設情報の提供 

子ども連れに配慮した設備を整備した公共的施設を

ホームページや子育てマップ、周辺案内図等で紹介

する取組を進めます。 

３ ３ ３ １ こ本部 

(3)

●
①バリアフリーのま

ちづくりの推進 

鉄道駅を中心とした一体的なバリアフリーのまちづ

くりを推進します。 
３ ３ ３ １ まち 

② 行空間の整備 基本構想に基づき、歩行空間の整備等を重点的に実

施します。 
３ ３ ３ １ 建緑 

③エレベーターの設

置 

鉄道駅舎のエレベーターの設置を促進します。 
３ ３ ３ １ まち 

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(4)

① 路の整備 安全で快適な利用に配慮した道路の新設・改良等の

道路整備を進め、交通安全対策を推進します。 
３ ３ ３ １ 建緑 

●

②総合的な交通安全

対策の推進 

交通事故の多発している道路や歩行者等の安全な通

行を確保するため、緊急に対策が必要である地区に

ついて、「あんしん歩行エリア」に指定し総合的な交

通安全対策を推進するなど、効果的な取組により死

傷事故の削減に努めます。 

３ ３ ３ １ 建緑 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

３ 子どもの安全の確保 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1)

①学校における交通

安全教育の実施 

各学校において、継続的・計画的に歩行者としての

マナー及び正しい自転車の乗り方等の交通安全教育

を実施し、交通事故から身を守る意識の高揚に努め

ます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②地域と連携した交

通安全教室の充実 

地域と連携し、保護者や高齢者に対し、子どもの手

本となるよう交通ルールの遵守や交通マナーの向上

に向けた交通安全教室を充実します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

③チャイルドシート

の着用 

チャイルドシートを正しく着用するよう、子どもの

安全への意識を高める啓発活動を行います。 
３ ３ ３ １ 市・こ 

(2)
①食の安全に関する

情報提供 

ホームページやリーフレット等を通して、食の安全

を確保するための取組や食品等の安全性に関する情

報を提供します。 

３ ３ ３ １ 健福 

(3)
①乳幼児の事故防止

に向けた啓発 

子どもの不慮の事故防止や家庭用品安全対策につい

ての知識の普及・啓発に努めます。 
３ ３ ３ １ 

こ本部 

健福 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合

４ 犯罪を防止する活動の推進 

推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(1)

①青少年の健全な育

成環境推進事業の推

進 

神奈川県青少年保護育成条例の普及・啓発活動を推

進するとともに、青少年関係機関・団体、関係業界、

行政が一体となって、青少年の社会環境の健全化に

取組む、青少年の健全な育成環境推進事業を進めま

す。また、有害図書類の陳列方法に係る立入調査を

実施し、青少年をとりまく有害環境の改善に努めま

す。 

３ ３ ３ １ こ本部 

②少年補導員活動へ

の支援 

少年補導員への支援を行い、地域における青少年の

健全育成、非行防止、社会環境健全化に努めます。 
３ ３ ３ １ こ本部 
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推進 
項目

重
点 

施策名 内容 達成状況（年度） 
今後の 

方向性
所管局 

(2)

①川崎市学校警察連

絡協議会の充実 

事件や子どもの非行を未然に防止するため、市立学

校等と警察が児童生徒の諸問題や健全育成について

定期的に情報交換を行う川崎市学校警察連絡協議会

を充実します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②地域の安全・防犯

体制の取組強化 

子どもが事件・事故に巻き込まれることのないよう、

市民・事業者・関係団体・警察との連携を確保し、

「川崎市安全・安心まちづくり推進協議会」が中心

となって行っている地域の安全・防犯体制への取組

を強化します。また、地域住民が子どもの安全を見

守るため、地域防犯活動の拠点整備を整備します。 

３ ３ ３ １ 市・こ 

③危機管理マニュア

ルに基づく安全管理

体制の強化 

学校における防犯対策として危機管理マニュアルに

基づき、施設・設備面での安全管理体制を強化し、

幼児・園児・児童生徒に対する安全教育、教職員の

危機管理に対する意識の向上などを図り、安全な環

境づくりを推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

④ こども１１０番

事業の推進 

子どもが被害者となる事件や事故を未然に防止し、

地域の大人が子どもを温かく見守り、育てていくた

めの地域環境づくりを目的とする「こども１１０番」

事業を推進します。 

３ ３ ３ １ こ本部 

⑤地域ぐるみの子ど

もの安全対策の推進 

学校とＰＴＡ・地域が連携して行う地域パトロール

や通学路の安全点検、防犯マップ・安全マップの作

成など、子どもの安全を確保するためのネットワー

クづくりを推進します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

⑥小学校低学年児童

の安全対策の推進 

市立小学校に通うすべての子どもに防犯ブザーを配

布し、犯罪被害に遭わないための行動及び犯罪被害

が発生した場合やその恐れがある場合の対処方法な

どの指導を充実します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

(3)

①啓発活動の推進 保護者が自ら情報活用能力を身につけることや子ど

もの携帯電話の安全な使用について啓発活動を推進

します。 

３ ３ ３ １ 教育委 

②インターネット問

題の未然防止 

喫緊の課題となっているネットいじめや学校裏サイ

トなどのインターネット問題に対して、専用窓口に

よる対応など、ＰＴＡや警察等の関係機関と連携し

て、問題の未然防止に向けて取組みます。 

３ ３ ３ １ 教育委 

※１達成度：1 目標を大きく上回って達成 ２ 目標を上回って達成 ３ 目標をほぼ達成 ４ 目標を下回った ５ 目標を大きく下回った

※２今後の方向性：１ 同規模で継続 ２ 拡充 ３ 縮小 ４ 廃止 ５ 他事業と統合 

※（注）組織の略称 

市・こ：市民・こども局、こ本部：市民・こども局こども本部、経済労：経済労働局、健福：健康

福祉局、区役所：各区役所、教育委：教育委員会事務局、市民オ：市民オンブズマン事務局、建緑：

建設緑生局、まち：まちづくり局 
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※達成度：１　目標を大きく上回って達成、２　目標を上回って達成、３　目標をほぼ達成、４　目標を下回った、５　目標を大きく下回った

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり
達成度 3

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり
達成度 3

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり
達成度 3

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり
達成度

3

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり
達成度

3

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり
達成度 3

《バリアフリー化の推進》
●平間・向河原・武蔵小杉駅、梶が谷・宮崎台駅及び生田・読売ランド前・百合ヶ丘駅周辺地区において、バリアフリー推
進構想を策定した。
●尻手駅（2基）、中野島駅（2基）、ＪＲ川崎駅（3基）の3駅のエレベーター整備補助を行った。
《子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進》
●市民・事業者・関係団体・警察及び行政が一体となって防犯対策を推進するために、「川崎市安全・安心まちづくり推進
協議会」において、平成22年度推進計画を策定し、地域の実情に合わせた防犯対策を実施した。

《幼児教育の充実》
●平成22年4月に、本市の幼保連携型認定こども園のﾓﾃﾞﾙ園として、「田園調布学園大学みらいこども園」を開設した。
《若者の自立支援》
●平成22年7月に、若者の職業的自立支援のための総合窓口「かわさき若者サポートステーション」を開設した。
《文化・芸術活動の推進》
●子どもの音楽活動を促進するため、平成22年9月に小中学生を対象にオーケストラ鑑賞を行った。また、平成23年1月に
は、子どもの音楽の祭典を行い、小・中・高校生に音楽活動の発表の場を設けた。

●川崎フロンターレと連携して、市立小中学校及び図書館において、選手による読み聞かせの実施や選手お薦めの一冊の

《訪問指導の充実》
●出生数の増加傾向に加え、こんにちは赤ちゃん事業の実施により、相乗効果として新生児訪問件数の増加を図った。
《思春期保健相談等の充実》
●各区保健福祉センターにおいて、本人・家族からの電話・面接相談を実施した。また、毎週土曜には、こども家庭センター

《地域子育て支援センターの充実》
●平成22年4月に「すみよしのはら保育園」「田園調布学園大学みらいこども園」内に地域子育て支援センターを開設した。
また、7月からは、市内10か所のこども文化センターにおいても開設し、市内48か所で事業を実施した。
《地域子育て支援機能の充実》
●平成23年4月開設の新乳児院において実施する、ショートスティ事業（定員5名）の開設準備を完了した。
《子育てサークル活動等への支援》

●各区において、子育てｻｰｸﾙ等に、講師派遣や子育て情報提供、仲間づくりの場の提供などの支援を実施した。

《仕事と子育てが両立できる職場環境づくり》
●神奈川県内4県市（神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市）が合同で「神奈川ワーク・ライフ・バランスシンポジウム」を開
催し県内企業における取組例の発表などを行い、地域の実情に合わせた推進を図った。
《保育環境の整備》
●「保育緊急５か年計画（改訂版）」に基づき、認可保育所の整備等、保育受入枠の拡充に向けた取組を進めた。
《障害のある子どもと家庭への支援》

●平成23年４月開設に向け、中央療育センター通所部門（中部地域療育ｾﾝﾀｰ）の整備・開設準備を完了した。

次世代育成支援対策行動計画

かわさき子ども「夢と未来」プラン（後期計画）実施状況について （平成２２年度実績）

基本的
視点

１ 一人ひとりの子どもを尊重する視点

２ 次代の親を育む視点
３ サービス利用者の視点

４ 地域社会全体で子育てを支援する視点
５ 「ワーク・ライフ・バランス」を実現する視点

６ すべての子どもと家庭を支援する視点
７ 地域の社会的資源を生かす視点

８ サービスの質の視点
９ 地域特性の視点

基本理念 小さな命に大きな未来、育ち育てるまち・かわさき

《子どもの権利についての普及・啓発》
●人権擁護委員やＪリーグと連携して、サッカー試合やサッカー教室での子ども権利の広報を実施した。
《子ども権利侵害に対する相談支援体制の充実》
●児童に対する相談が複雑、多様化している中で、こども家庭センターの高度専門的相談支援機能の拡充と市内３

１ 子どもの権利の尊重
２ 子どもの意見を尊重したまち

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

１ 少子化や子育てに対する意
識啓発

２ ワーク･ライフ･バランスの推進
３ 多様な保育サービスの充実
４ 要支援家庭対策の充実

１ 地域における子育て家庭への
支援

２ 相談・情報提供の充実と子育
てネットワークづくり

３ 子どもが健やかに生まれ育つ

１ 安心して妊娠・出産できる環
境づくり

２ 親と子の健康づくり

１ 家庭や地域の教育力の向上
２ 幼児・学校教育の充実と若者の
自立支援

１ 子育てに配慮した住宅の整備
２ 安心して外出できる環境整備
３ 子どもの安全の確保

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況
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※達成度：１　目標を大きく上回って達成、２　目標を上回って達成、３　目標をほぼ達成、４　目標を下回った、５　目標を大きく下回った

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり
達成度

3

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり
達成度

3

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり
達成度 3

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり
達成度

3

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり
達成度 2

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり
達成度

3

《市営住宅の入居システムの工夫》

●入居募集時に若年世帯向けの申込区分を新設して公募を行った結果、一定程度の子育て世帯の入居を確保した。
《バリアフリー化の推進》
●JR南武支線沿線地区及び小田急多摩線沿線地区において、バリアフリー推進構想を策定した。
《子どもが安心してインターネット等を利用できる環境の整備》
●ネットいじめや学校裏サイトなどのインターネット問題に対して、専用窓口による対応やPTA・警察等の関係機関との連携
により、問題の未然防止に向けての取組みを行った。

《幼児教育の充実》
●幼児教育相談員により市内の私立幼稚園を対象にした幼児の実態調査を実施した。また、幼児教育巡回相談を実施
し、対象園児及び幼稚園教諭への支援を行った。
《いじめ・不登校への対応》
●中学校全校への週１回のスクールカウンセラーの配置や、小学校・高等学校への学校巡回カウンセラーの派遣などにより、
相談体制の充実を図り、いじめ・不登校等を生まない環境づくりと、早期対応に向けた取組みを推進した。
《教育環境の整備》

●大規模な住宅開発に伴い児童生徒数が増加している武蔵小杉駅周辺や新川崎地区におけいて小学校新設に向けた

《両親学級の充実》
●禁煙教育や望ましい食生活など、健康な生活に関する内容を充実させながら、沐浴実習や妊婦体験ジャケットの体験な
ども講座に盛り込み、父親の育児参加意識のさらなる醸成を図った。
《食育の推進》

《地域子育て支援センターの充実》
●平成23年5月に幸区の「ふくじゅ保育園」内に保育所併設型の地域子育て支援センターを開設した。
《情報提供の充実》
●市の子育て支援に関する情報を整理・集約した「かわさきし子育て応援ナビ」を開設した。
《子どもが健やかに生まれ育つための地域活動の促進》

●健診や地域等で子育てを支援するボランティアを養成する教室や、そのフォローアップの研修を各区において開催した。ま

た、地域の青少年活動の活性化を図るため、ジュニアリーダーやシニアリーダー等の養成研修を実施した。

《「ワーク・ライフ・バランス」の推進》
●「カジダン・イクメン・プロジェクト」を通年実施し、関係機関との連携強化や周知の工夫により参加者が大幅に増加した。
《多様な保育サービスの充実》
●認可保育所の新設や民営化による定員増加等の取組みにより、「第２期川崎市保育基本計画」の目標を上回る保育
受入枠の拡充を行った。あわせて、延長保育事業や一時保育事業の拡充等、多様な保育ニーズへの対応を図った。
《要支援家庭対策の充実》

●児童養護施設について、南部・北部の新施設整備推進とあわせて、既存施設２か所の改築方針を決定した。

次世代育成支援対策行動計画

かわさき子ども「夢と未来」プラン（後期計画）実施状況について （平成２３年度実績）

基本的
視点

１ 一人ひとりの子どもを尊重する視点

２ 次代の親を育む視点
３ サービス利用者の視点

４ 地域社会全体で子育てを支援する視点
５ 「ワーク・ライフ・バランス」を実現する視点

６ すべての子どもと家庭を支援する視点
７ 地域の社会的資源を生かす視点
８ サービスの質の視点
９ 地域特性の視点

基本理念 小さな命に大きな未来、育ち育てるまち・かわさき

《子どもの意見表明・参加の促進》

●「第2次川崎市子どもの権利に関する行動計画」（平成20年～22年度）における3年間の成果と課題をもとに施策の自己

評価を公表するとともに、平成23～25年度の第3次計画に関する広報・周知を行った。

《子どもの主体的な活動の推進》

●青少年の企画・運営による青少年フェスティバルを開催し、青少年層の社会参加の促進を図った。

１ 子どもの権利の尊重
２ 子どもの意見を尊重したまち

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

１ 少子化や子育てに対する意
識啓発

２ ワーク･ライフ･バランスの推進
３ 多様な保育サービスの充実
４ 要支援家庭対策の充実

１ 地域における子育て家庭への
支援

２ 相談・情報提供の充実と子育
てネットワークづくり

３ 子どもが健やかに生まれ育つ

１ 安心して妊娠・出産できる環
境づくり

２ 親と子の健康づくり
３ 思春期の保健対策の充実

１ 家庭や地域の教育力の向上
２ 幼児・学校教育の充実と若者の
自立支援
３ 遊びや体験の場の整備

１ 子育てに配慮した住宅の整備
２ 安心して外出できる環境整備
３ 子どもの安全の確保
４ 犯罪を防止する活動の推進

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況
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達成度 3

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり
達成度

3

3

※達成度：１　目標を大きく上回って達成、２　目標を上回って達成、３　目標をほぼ達成、４　目標を下回った、５　目標を大きく下回った

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり
達成度

3

3

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり
達成度

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり
達成度

3

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり
達成度

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり

《市営住宅の入居システムの工夫》

●入居募集時に、未就学児童がいる世帯について抽選の当選確率を高める優遇措置を実施した。
《バリアフリー化の推進》
●京急大師線沿線地区及び柿生駅周辺地区において、バリアフリー推進構想を策定した。
《子どもが安心してインターネット等を利用できる環境の整備》
●ネットいじめや学校裏サイトなどのインターネット問題に対して、専用窓口による対応やPTA・警察等の関係機関との連携
により、問題の未然防止に向けての取組みを行った。

《幼児教育の充実》
●幼保連携型認定こども園のモデル園「田園調布学園大学みらいこども園」において３年間にわたって認定こども園の運営
や教育・保育の一体的な実践を通じた効果等をまとめた研究報告会及び公開保育を行った。
《若者の自立支援》

●市内の子ども・若者支援の相談機関に関する情報を掲載したホームページを開設し、子ども・若者支援機関マップの作成
について検討を行った。
《子どもの遊びと健全育成の推進》

●大規模公園緑地である生田緑地と菅生緑地について整備及び用地取得を実施したほか、市民との協働により近隣・地

区公園である御幸公園のリフレッシュ化を実施した。

《両親学級の充実》
●禁煙教育、望ましい食生活など、健康な生活に向けての教育の充実を図るとともに、沐浴実習や妊婦体験ジャケットの
体験などを通して父親の育児参加意識の高揚を図った。
《予防接種事業の推進》

《親子が地域で気軽に集える場の充実》
●平成24年4月に幸区・高津区に保育所併設型の地域子育て支援センターを開設した。
《相談支援体制の充実》
●こども相談検討会を設置し、相談支援体制の拡充に向けた検討会を定期的に開催した。
《子どもが健やかに生まれ育つための地域活動の促進》

●健診や地域等での機会を通じて、子育てを支援するボランティアを養成する教室や、そのフォローアップの研修を各区にお

いて開催した。また、地域の青少年活動の活性化を図るため、ジュニアリーダーやシニアリーダー等の養成研修を実施した。

《仕事と子育てが両立できる職場環境づくり》
●「大学生×社会人キャリアカフェ」や「就活カフェ」を開催し、女性の働き方の多様性の理解促進を図った。
《多様な保育サービスの充実》
●認可保育所の新設や民営化による定員増加等の取組により、保育受入枠の拡充を行うとともに、延長保育事業や一時
保育事業の拡充等、多様な保育ニーズへの対応を図った。
《社会的養護が必要な子どもへの支援》

●新たにＮＰＯ法人への里親支援機関事業の委託を開始し体制強化を図り、関係機関との連絡会を開催した。

次世代育成支援対策行動計画

かわさき子ども「夢と未来」プラン（後期計画）実施状況について （平成２４年度実績）

基本的
視点

１ 一人ひとりの子どもを尊重する視点
２ 次代の親を育む視点
３ サービス利用者の視点
４ 地域社会全体で子育てを支援する視点
５ 「ワーク・ライフ・バランス」を実現する視点

６ すべての子どもと家庭を支援する視点
７ 地域の社会的資源を生かす視点
８ サービスの質の視点
９ 地域特性の視点

基本理念 小さな命に大きな未来、育ち育てるまち・かわさき

《子どもの意見表明・参加の促進》
●市ホームページの子どもの参加を進める事業や施設の情報を整理し、アクセス性を改善した。また、「かわさき子どもの権
利の日のつどい」で人権作文や弁論、東日本大震災復興ボランティアの発表等、子どもの意見表明の機会を充実した。
《子どもの権利侵害に対する相談支援体制の充実》
●「子育て支援・児童虐待対策推進検討委員会」児童相談所部会にて児童虐待への対応強化体制について検討した。

１ 子どもの権利の尊重
２ 子どもの意見を尊重したまち

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

施策の方向性

１ 少子化や子育てに対する意
識啓発

２ ワーク･ライフ･バランスの推進
３ 多様な保育サービスの充実
４ 要支援家庭対策の充実

１ 地域における子育て家庭への
支援

２ 相談・情報提供の充実と子育
てネットワークづくり

３ 子どもが健やかに生まれ育つ

１ 安心して妊娠・出産できる環
境づくり

２ 親と子の健康づくり
３ 思春期の保健対策の充実

１ 家庭や地域の教育力の向上
２ 幼児・学校教育の充実と若者の
自立支援
３ 遊びや体験の場の整備

１ 子育てに配慮した住宅の整備
２ 安心して外出できる環境整備
３ 子どもの安全の確保
４ 犯罪を防止する活動の推進

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況

主な施策の実施状況
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H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23 H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23
# # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
# # # # # # # # # # #

13,700

人 2 10 10

51 51

放課後児童健全育成事業
※（　）内は国庫補助対象

か所
114

※(81)
113

※(93)
113

人 11,415 12,167

3 4

ショートスティ事業
トワイライトスティ事業

か所 1 2 5

地域子育て支援センター か所 37

95

夜間保育事業

ふれあい子育てサポート事業 か所 3 4 5

乳幼児健康支援一時預かり か所 3

6 7

1 1 1

認
可
外

家庭保育福祉員
（保育ママ）

人 51 117

認
可
保
育
所

認可保育所定員 人 13,605

か所

か所 24

休日保育事業 か所 6

17,490 18,605

144 205 230

一時保育事業

延長保育事業 か所

43 39

区分 単位
平成２１年度実績
（計画策定時）

平成２４年度実績
平成２６年度
目標事業量

H22 14,799人
H18 13,849人 H23

1.31

14,544人
H17 13,045人

1.32 1.34 H16 13,542人 H21 14,650人
H20 14,609人

川崎市 1.27 1.23 1.24 1.19 1.26 1.29 1.32

1.37 1.37 1.39 1.39 H15 13,379人
13,861人 H19 14,252人

全国 1.32 1.29 1.29 1.25 1.32 1.34

H19 H20 H21 H22 H23 H14H14 H15 H16 H17 H18

1.32 
1.29 1.29 

1.25 
1.32 

1.34 
1.37 1.37 1.39 1.39 

1.27 
1.23 1.24 

1.19 

1.26 
1.29 1.32 

1.31 1.32 
1.34 

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

合計特殊出生率の推移
系列2

系列1

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

出生数推移
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川崎市次世代育成支援対策行動計画 

川崎市児童福祉審議会の意見・評価 

●子どもの権利について 

・「子どもの権利条例」の認知度が低下傾向にあり、今後は広報・啓発をどのように行っていくか、有効な方
法について取組の検討を進めていただきたい。
・児童虐待問題として、自分の状況が説明できない被虐待児である子どもの権利について、もっと焦点を当
てる必要を感じます。虐待予防の観点からは、保護者の立場や状況等が注目されますが、子どもの育つ権利
について、より強く視点を当てていくことが重要です。

●児童虐待防止対策の充実

・児童相談所の関与する内容は、児童虐待のみならず、児童のさまざまな問題について、相談・援助活動等
を行っているため、増加する相談・通告等への対応強化に向け、さらなる組織体制の強化と人的配置の考慮
が必要と思われます。

●多文化共生教育の推進

・日本語指導等協力者派遣事業の推進により、海外帰国・外国人児童生徒等の日本語指導や学習支援体制の
充実が図られたことを評価します。

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり 

●男女平等推進学習等への男性の参加促進

・子育てに対する意識の高まりから、積極的に子育て参加する父親が増えている中、プレパパママ教室につ
いては、定員を超える応募が寄せられている状況がある。これから夫婦で共同して子育てに取り組もうとす
る意気込みを絶たないよう、さらなる事業の充実を望みます。

●障害のある子どもと家庭への支援

・地域療育センターの整備・充実を進める中、中部地域療育センターとしいのき学園が再編整備されるよう
ですが、両施設の統合により、在宅支援と通所支援とが両立した運営となることにより、新たな施設では、
総合的な対応が可能になることと機能のさらなる充実が期待できます。

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり 

●地域子育て支援センターの充実 

・地域子育て支援センターの充実については、地域バランスを考慮し、利用者ニーズに応えるようか所数を
増やしていくことは重要ですが、単独型、保育所併設型、児童館型と、それぞれの機能に違いがあるので、
その地域にバランスよく配置されることが望まれます。

●子育てサロン等への支援

・民生委員・児童委員など地域が主体となり運営されている子育てサロン等へ保健師を派遣するなどして、
母子相談や子育てへの助言、運営上の側面的支援など、保健師が地域に関わっていく取組は非常に重要と思
います。それらの場面で把握されたニーズについては、今後の活動や施策の中で活かされるよう期待します。

●地域活動への支援

・地域住民が主体となって運営する公園を利用した冒険遊び場活動は、子どもたちも喜ぶアイデアであると
ともに、地域コミュニティ整備の場でもあることからも、地域・行政等関係者で連携を図りながら取組が進
むよう期待します。

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり 

●訪問指導の充実

・新生児訪問やこんにちは赤ちゃん訪問による乳児家庭の全戸訪問を実施し、子育て相談や情報提供を行う
ことにより、乳幼児家庭が地域や相談機関等とのつながりを出産後の早い時期から持ちやすくできる仕組み
を構築したことを評価します。さらに、これらの機会を通じて、児童虐待の予防や発達障害等の早期発見、
早期対応につなげていけるよう期待します。

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり 
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●子どもの医療体制の充実

・少子化が進行する中、全国的に子どもの数が減少しているにもかかわらず、川崎市においては、子どもの
数の増加により、小児医療への需要の増加と、小児科医不足が大きな課題となっております。今後とも、小
児医療体制の維持・充実を図るとともに、小児科医等を確保するための取組の促進が必要と思われます。

●家庭教育の充実

・市民館保育活動の実施に際し、これまで実施してきた避難訓練等に加え、東日本大震災等での経験を踏ま
えて、職員とボランティアとの間で安全な事業実施に向けた検討を行い、一部の市民館において「防災対策
マニュアル」の作成に取り組んだことは評価できます。

●いじめ・不登校への対応

・学校でのいじめ・不登校への対応として、共生・共育プログラムの実施やスクールカウンセラーを配置し、
校内の教育相談の充実を図ってきたことは評価します。今後についても、早期発見・適切な対応や高いニー
ズに応えるためにも、事業のさらなる充実や学校における連携体制等の強化に向けた取組を期待します。

●わくわくプラザの充実

・子どもの遊びの場の提供と仲間づくりを促進するわくわくプラザについて、就労家庭の増加への対応策と
して、子育て支援の観点から、狭あい施設の解消や開所時間の延長等、さらなる充実に向けた取組に期待し
ます。

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ遊びや学びの場づくり 

●特定優良賃貸住宅等の子育て世帯の入居促進

・特定優良賃貸住宅等について、子育て世帯が利用しやすいよう、制度のさらなる広報・周知を図るととも
に、入居基準の緩和や事業者等と協力した入居者負担額の抑制など、制度の普及に向けた取組を期待します。

●食の安全に関する情報提供

・食の安全を確保するための取組については、事業者だけではなく消費者に対しても正しい知識の普及・啓
発が重要です。乳児期から食習慣の形成される幼児期、学齢期へと継続した食育指導による食教育を進める
必要があります。

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり 

●平成２２年度は、平成２１年度に策定した後期計画の１年目となりますが、総体的には、概ね順調に進捗

していると評価します。個々の事業の課題や方向性についても、具体的な解決策や方向性に沿った施策の推

進が図られてきていますので、さらなる推進を期待します。

●男女がともに豊かでゆとりある生活を実現させるためには、仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）

は必要不可欠なものです。市民に対しては働き方の見直しを、事業者・関係団体等に対しては両立支援策の

導入・定着等、職場環境づくりを積極的に働きかけるなど、さらなる「ワーク･ライフ･バランス」の取組が

推進されることを期待します。

●社会状況の変化がスピードを増している現在においては、子ども施策が一体的に展開されるよう、こども

本部とこども支援室等との連携を充分に図る必要があります。今後についても、状況の変化に応じて、柔軟

性をもって施策の推進に取り組むことを強く望みます。

総 評 

― 審議経過 ― 

開催年月日 審議内容 

第１回 平成２３年 ６月１７日（金） 基本目標１・２ 

第２回 平成２３年 ７月１２日（火） 基本目標３・４

第３回 平成２３年 ８月１２日（金） 基本目標５・６

第４回 平成２３年１０月３１日（月） 市内子ども・子育て関係者との懇談会 

第５回 平成２３年１２月 ８日（木） 総括、意見・評価まとめ 
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川崎市次世代育成支援対策行動計画 

川崎市児童福祉審議会の意見・評価 

●川崎子どもの権利の日事業 

・広く市民に子どもの権利についての関心と理解を深めていくために、より効果的な広報・啓発の手法を検
討していく必要があります。引き続き、事業への市民参加を推進し、また、市民グループ等と行政とが連携・
協働しながら取組みを進めていくことを期待します。 

●子どもの権利侵害に対する相談支援体制の充実

・子どもの権利が侵害された場合に、子どもや親が悩みを抱えたまま孤立することがないように、相談窓口
や相談の具体的な方法等について、関係部署間で連携してさらなる周知を図っていく必要があります。

●虐待相談・通告への初期対応の充実

・虐待の通告件数が増加している中で、初期対応等の充実を図ることが急務となっています。子どもの安全
を最優先にしながら、迅速かつ的確な組織的判断による支援やケースの進行管理、また、職員のアセスメン
トの強化・向上など様々な課題について、組織全体で検証・検討を行い、効果的な取組みを推進していく必
要があります。

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり 

●男女平等推進学習等への男性の参加促進

・子育てや育児に関する講座や教室に積極的に参加する父親が増えていることは非常に喜ばしいことです。
今後も、男性がより参加しやすいイベント等を企画・開催し、また、周知の方法を工夫するとともに企業へ
の働きかけを行うなどして、さらなる男性の参加促進が図られるよう期待します。

●多様な保育サービスの充実

・就学前児童数の増加等により保育需要が年々高まるなか、保育所の整備を積極的に進め、計画を上回るペ
ースで保育受入枠の拡充を推進していることを評価します。引き続き、子どもの最善の利益に配慮しながら
施設の整備を着実に進めるとともに、保護者の多様な保育ニーズに適切に対応を行っていく必要がありま
す。 

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり 

●区における子ども・子育て支援の推進

・地域にある人材や組織などの資産を生かし、その活力を子どもの育ちの支援に活用する取組みには好感が
持てます。今後も地域のニーズを的確に把握し、関係機関との連携を図りながら効果的な子育て支援の推進
が図られるよう期待します。あわせて、父親の育児への参加がさらに進むように、取組みを工夫していくこ
とが必要です。

●ふれあい子育てサポート事業の充実

・制度の利用希望者とヘルパー会員とをコーディネートするサポートセンターの機能充実が求められていま
す。また、養成研修を通じてヘルパー会員のさらなる質の向上を図るとともに、会員数の増加に向けて広報
を強化していく必要があります。

●児童相談所の再編整備

・児童相談所については市内３か所体制の再編整備が完了し、今後、総合的な相談支援体制をさらに強化し
ていくために、各児童相談所において高い専門性を持った人材の確保、育成等の人的体制の整備を継続して
いくことが必要です。

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり 

●母子保健指導事業の充実 

・虐待予防の観点からは、母子健康手帳交付時の面接機会等を生かして、支援を必要としている人を妊娠早
期に把握し、継続的に専門的な支援を行っていくことが重要です。 
また、育児期間中にしっかりとした見通しを持って過ごせるように、適切な情報提供を行っていくことが

求められています。

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり 
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●少人数学級等の推進

・基本的な生活習慣の習得を目指し市内４０校の小学２年生を中心として非常勤講師を配置して、少人数
指導の取組みを推進していることを評価します。今後、学習面での基礎・基本の確実な定着を目指して、
習熟度別・課題別の学習等の更なる取組みの推進を期待します。

●各区教育担当の学校運営支援

・各区の教育担当が、こども支援室とともに学校と地域社会の連携強化や保護者へのきめ細やかな対応な
ど学校運営の支援を行っていることを評価します。 
 また、スクールソーシャルワーカーの区への配置を更に拡充し、総合的な子ども支援施策がさらに充実
していくことを望みます。 

●適正規模・適正配置の検討

・武蔵小杉駅周辺や新川崎・鹿島田駅周辺など大規模な住宅開発に伴い人口増加が著しい地域においては、
児童数の増加に対応するため、校舎の改築や増築、学校の新設など良好な教育環境を確保していくための
継続的な対応が求められています。

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ遊びや学びの場づくり 

●道路の整備・総合的な交通安全対策の推進

・各地で幼稚園児や小学生などが通学路で痛ましい事故に巻き込まれる事例が発生しているなか、人（子
ども）にやさしい歩道とは何かについて根本的な検討を行う必要があります。 
 また、交通ルールやマナーに関する教育を通じてさらなる安全対策が図られることを望みます。

●インターネット問題の未然防止

・子どもが安心してインターネットを利用できる環境の整備は喫緊の課題となっていますので、危機感を
もって、スピーディーな対応を行っていく必要があります。

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり 

●平成２３年度は後期計画の２年目となりますが、総体的には、概ね順調に進捗していると評価します。

個々の事業の課題や方向性についても、具体的な解決策や方向性に沿った施策の推進が図られてきていま

すので、今後さらなる取組が図られていくことを期待します。

●様々な子育ての悩みや不安を抱えた家庭に対し、地域の中で区役所を中心とした子育て関係機関や団体

が有機的なつながりを持って、その機能・資源を有効に活用しながら子育て支援を行っていくことが求め

られています。あわせて、地域の様々な人々が子育て支援に関わり、顔の見える関係作りを進めていきな

がら、お互いに助け合う地域づくりを進めていくことが大切です。

●家庭教育は、すべての教育の出発点であり中心となるものです。そこで身につけた基本的な生活習慣や

モラル、自立心や自制心などが基礎的な資質・能力となり、その後の人生において重要な役割を果たしま

す。家庭の教育力を高めるために、親の役割や家庭のあり方などを学ぶ機会の提供や、親同士の交流など

を通じて家庭教育のさらなる充実に取り組んでいくことを強く望みます。

総 評 

― 審議経過 ― 

開催年月日 審議内容 

第１回 平成２４年 ６月１５日（金） プラン基本目標Ⅰ・Ⅱの進捗状況 

第２回 平成２４年 ７月２０日（金） プラン基本目標Ⅲ・Ⅳの進捗状況

第３回 平成２４年 ８月２４日（金） プラン基本目標Ⅴ・Ⅵの進捗状況

第４回 平成２４年１０月２５日（木） 審議会委員と市内子ども・子育て関係者との懇談会 

第５回 平成２４年１２月 ６日（木） 総括、意見・評価まとめ 

●特定不妊治療への助成

・特定不妊治療費の助成について、申請期間を緩和して、申請者である市民の利便性を向上させたことを
評価します。 

●乳幼児健康診査等の充実

・他都市と比較して月齢に応じた乳幼児の健診回数を多く提供していること、また、健診の受診に関する
保護者の意識啓発を図り、継続して高い受診率を維持し続けていることを評価します。
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川崎市児童福祉審議会の意見・評価 

●子どもの権利についての啓発・広報 

・早期からの虐待予防の取組として、区役所と連携したイベントでの広報や研修等の機会を通じて、
乳幼児の保護者に対しても、子どもの権利条例を広めていくことは効果的であると思われますので、
その取組の推進に期待します。 

●児童虐待防止対策の充実

・子どもの権利侵害や児童虐待防止のための施策や日々の活動を継続して充実させていく中で、特
に未然の防止策に力を入れて取組を推進することを望みます。 

基本目標Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり 

●子育てがしやすい職場環境づくり

・仕事と子育てが両立できる職場環境づくりを促進するためには、就労（就業）支援・子育て支援
が要となります。ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、引き続き、さらなる事業の推進を望み
ます。

●保育受入枠の拡大

・平成２５年開設園の整備推進や定員変更等により、認可保育所における保育受け入れ枠を拡大さ
れたことについて評価します。民間事業者の活用については、審査や運営管理をしっかり行い、着
実な事業の推進を望みます。

●認可外保育施設の指導

・認可外保育施設についても、子どもの人権（安全・安心、発達の保障、幸せ等）が保障されるべ
く市の関わりが求められるところですが、施設運営等のより一層の充実が求められることからも、
認可外保育事業のさらなる充実を望みます。 

●日常生活支援事業の充実

・ひとり親家庭への生活援助や子育て支援は、当事者にとって大変有難く、大切なことですので、
引き続き、支援を必要とされる方への広報・周知を図られることを期待します。

基本目標Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり 

●地域子育て支援センターの充実

・地域の子育て支援拠点である区との連携を強化し、親子が気軽に集い、安心して遊べる地域子育
て支援センターを活用し、様々な子育て支援事業が推進されることを期待します。

●区における子ども・子育て支援の推進

・区役所毎に、地域の特性に応じた様々な子育て支援事業を活発にされていることを高く評価しま
す。今後も地域のニーズを的確に把握するとともに、各区における情報交換や課題共有など連携し
ながら効果的な子育て支援の推進が図られることを望みます。

基本目標Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり 

●思春期問題への対応の推進

・思春期問題については、思春期の男女や保護者に対し、相談機関の周知徹底と支援体制の充実を
図るとともに、関係機関相互の連携強化、思春期保健健康教育の推進など各事業についてさらに積
極的な取組の推進を期待します。

基本目標Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり 
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●児童虐待の早期発見・早期対応

・子どもへの虐待を未然に防止するため、乳幼児健診時や家庭訪問等の機会を通じて、要保護児童
を早期把握するとともに、他の母子保健事業や地域の様々な子育て支援関係機関・団体との連携強
化をしていくことが必要です。

●家庭・地域教育学級の充実

・核家族化や共働き世帯の増加が進む中、親同士の学び合いや仲間づくりの機会、子どもの理解や
地域との関わりを作る学びの場を積極的に提供していくことが必要ですので、さらなる取組の充実
を期待します。

●ＰＴＡや自主グループによる家庭教育学級の充実

・不登校児童・生徒等やニートの増加などへの対策として、子どもの社会性や自立心の形成、しつ
けに大きな役割を果たす親等に対し、地域における身近な場での家庭教育支援を引き続き推進する
ことが必要です。

●私立幼稚園への支援

・私立幼稚園への経費一部補助や幼児教育相談員の巡回相談は、私立幼稚園の振興や幼児教育の充
実に向けた貴重な取組と思われます。このような支援のさらなる推進を期待します。

基本目標Ⅴ 子どもが豊かに育つ遊びや学びの場づくり 

●乳幼児の事故防止に向けた啓発の推進

・子どもの不慮の事故防止や家庭用品安全対策については、規制対象外の家庭用品等での健康被害
の発生も懸念されますので、積極的な取組の推進を期待します。

●妊産婦への社会的配慮

・妊産婦が安心して外出できる環境の整備として、妊産婦の認知が難しいため、社会的配慮がされ
にくい状況もあることから、マタニティマークの普及啓発による社会的認知度の向上を図りながら、
妊産婦が安心して外出できるための取組のさらなる推進を期待します。

基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり 

●平成２４年度は後期計画の３年目となりますが、総体的には、概ね順調に進捗していると評価し

ます。個々の事業の課題や方向性についても、具体的な解決策や方向性に沿った施策の推進が図ら

れてきていますので、今後さらなる取組が図られていくことを期待します。

●「子育て支援」と「親の就労（就業）支援」は混同されがちで、待機児童対策として保育所の増

設・定員の増員は、後者が多くを占めますが、保育所での保育を、“一人の子どもを、その保護者と

ともに育てている”という意識と、保護者に対する保育に関する相談への対応や保護者が子育てに

喜びや楽しみを感じることができるような支援策等は、「子育て支援」の中核であり、子どもの福祉

（幸せ、安全、権利）の質の確保につながる重要な施策ですので、さらなる推進を期待します。

総 評 

― 審議経過 ― 

開催年月日 審議内容 

第１回 平成２５年 ６月２７日（木） プラン基本目標Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの進捗状況 

第２回 平成２５年 ７月２５日（木） プラン基本目標Ⅳ・Ⅴ・Ⅵの進捗状況

第３回 平成２５年１０月 ９日（水） 審議会委員と市内子ども・子育て関係者との懇談会

第４回 平成２５年１１月１３日（水） 総括、意見・評価まとめ 
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